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 現在、高浜市の一部の公共施設は、老朽化が顕著で建替えや大規模改修が急務な状況となっております。近年の厳しい財政状況の中では、計画的に財源を確保し、他の施策への影響を考慮しながら進める必要があります。 そこで、高浜市公共施設マネジメント白書から見えてきた公共施設の現状と課題に基づき、今後４０年間を見据え、行政サービスの低下を招くことがないよう留意しながら、公共施設の総量圧縮、長寿命化、機能移転等を踏まえた全体方針や改善策、また、公共施設の具体的な維持管理や、効率的かつ効果的な保全を行うため、建物の実態把握と劣化状況を調査や財政シミュレーションによって今後の投資的経費を予測し、その財政制約に基づく施設の優先順位を取りまとめるなど、今後の行政サービスのあり方や公共施設マネジメントの全体方針となる「高浜市公共施設あり方計画」を策定します。 

ⅠⅠⅠⅠ．．．．高浜市公共施設高浜市公共施設高浜市公共施設高浜市公共施設ありありありあり方計画策定方計画策定方計画策定方計画策定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    
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 高浜市公共施設あり方計画は、「公共施設マネジメント基本方針」「公共施設改善計画」「公共施設保全計画」で構成し、その内容と計画期間は次のとおりです。 なお、本計画書は「公共施設マネジメント基本方針」「公共施設改善計画」で構成し、「公共施設保全計画」は別途定めます。  （１）公共施設マネジメント基本方針 ・将来に向けた公共施設の改善策等を取りまとめた全体方針、用途や地域の区分に応じた方向性等を定めます。 【計画期間】平成２６年度（２０１４年）～平成６３年度（２０５１年） （２）公共施設改善計画 ・公共施設マネジメント基本方針に基づき、公共施設の総量圧縮、機能移転等を踏まえた複数の改善案を取りまとめます。 【計画期間】平成２６年度（２０１４年）～平成６３年度（２０５１年） （３）公共施設保全計画 ・公共施設改善計画に基づき、対応年数の長寿命化、コストの平準化を考慮した保全スケジュールなどのアクションプラン（実施計画）を取りまとめます。 【計画期間】平成２６年度（２０１４年）～平成６３年度（２０５１年）  

 

ⅡⅡⅡⅡ．．．．計画計画計画計画のののの構成構成構成構成とととと期間期間期間期間    
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１．人口・ニ－ズの現状と課題 

■ 人口は増加傾向・地域によって異なる人口動態 人口減少が大きな課題になっている自治体が多い中、高浜市の人口は、市内や近隣市に製造業を中心とした企業が多数点在していることが要因となり、緩やかながら増加傾向にあります。このことは「第６次高浜市総合計画」の将来人口予測においても示されています。しかし、小学校区別の人口においては、吉浜・翼小学校区で増加傾向にある一方、高浜・高取・港小学校区では減少傾向にあり、地域によって人口増減の傾向が異なる予測となっています。また、高浜市の人口は、企業の海外や他の国内地域への進出、景気の動向などにより影響を受けることも想定されます。     図 人口及び世帯数の推移                    
■ 本格的な少子高齢化が到来 高浜市の人口が増加傾向にある中、児童生徒数は横ばいの状況にあり、今後、本格的な少子高齢化が到来することが予測されます。少子高齢化が進行すれば、必然的に高齢者施設を望む声が高くなることも予測されます。また、高浜市の幼稚園では定員に達しておらず、保育園では定員を超過している状況下にあることから、公共施設に対するニ－ズの変化を読み取る必要があります。   

ⅢⅢⅢⅢ．．．．高浜市高浜市高浜市高浜市のののの公共施設公共施設公共施設公共施設のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題    
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児童生徒数（千人）
人口（千人）、世帯数（千世帯） 総人口

児童生徒数世帯数

年間1千人増加20,853人（昭和35年） 31,102人（昭和45年）
32,979人（昭和51年）
8,021世帯（昭和51年）4.11人／世帯

5,289人（昭和51年）

45,163人（平成22年）
17,283世帯（平成22年）2.63人／世帯

4,464人（平成22年）

将来推計
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■地域特性と地区別将来人口の変化 

①5つの小学校区の特性 本市では総合計画、防災等まちづくりを考えていく上で、5つの小学校区を単位として考えています。各小校区の特徴は以下の通りです。                                             
    

本郷町・論地町・向山町・清水町人口人口人口人口 ：7,645人 ❹面積面積面積面積 ：2.43k㎡ ❷人口密度人口密度人口密度人口密度 ：3146.1人／k㎡ ❸市街化市街化市街化市街化区域区域区域区域：1.40k㎡通勤通勤通勤通勤・・・・通学先通学先通学先通学先：高浜市内 周辺市居住年数居住年数居住年数居住年数：19年以内 20年以上26.1% 28.6%

57.6%

47.3% 52.7%

碧海町・二池町・田戸町人口人口人口人口 ：6,380人 ❺面積面積面積面積 ：2.35k㎡ ❸人口密度人口密度人口密度人口密度 ：2714.9人／k㎡ ❺市街化市街化市街化市街化区域区域区域区域：2.35k㎡通勤通勤通勤通勤・・・・通学先通学先通学先通学先：高浜市内 周辺市居住年数居住年数居住年数居住年数：19年以内 20年以上79.1%

24.1% 24.7%

41.1% 58.9%

湯山町・神明町・豊田町人口人口人口人口 ：9,237人 ❸面積面積面積面積 ：2.17k㎡ ❹人口密度人口密度人口密度人口密度 ：4256.7人／k㎡ ❷市街化市街化市街化市街化区域区域区域区域：2.03 k㎡通勤通勤通勤通勤・・・・通学先通学先通学先通学先：高浜市内 周辺市居住年数居住年数居住年数居住年数：19年以内 20年以上93.5%

22.4% 29.9%

56.0% 43.5%

人口人口人口人口 ：12,223人 ❶面積面積面積面積 ：3.91k㎡ ❶人口密度人口密度人口密度人口密度 ：3126.1人／k㎡ ❹市街化市街化市街化市街化区域区域区域区域：2.99 k㎡通勤通勤通勤通勤・・・・通学先通学先通学先通学先：高浜市内 周辺市居住居住居住居住年数年数年数年数：19年以内 20年以上
八幡町・新田町・小池町・屋敷町・呉竹町・芳川町

76.5%

27.0% 28.9%

46.6% 52.4%

春日町・沢渡町・青木町・稗田町人口人口人口人口 ：10,176人 ❷面積面積面積面積 ：2.14k㎡ ❺人口密度人口密度人口密度人口密度 ：4755.1人／k㎡ ❶市街化市街化市街化市街化区域区域区域区域：1.84 k㎡通勤通勤通勤通勤・・・・通学先通学先通学先通学先：高浜市内 周辺市居住年数居住年数居住年数居住年数：19年以内 20年以上86.0%

30.7% 27.4%

38.9％ 59.7%

市内への 通勤通学が多い 20 年以上の 居住者が多い 周辺市への 通勤通学が多い 
市街化区域の 面積割合が高い 周辺市への 通勤通学が多い 19 年以内の 居住者が多い 

20 年以上の 居住者が多い 市街化区域の 面積割合が低い 周辺市への 通勤通学が多い 

人口密度が高い 

人口密度が高い 

人口密度が低い 
(高浜市 10 月 1 日人口（平成 23 年）) 

1111 校区校区校区校区 6,3806,3806,3806,380 人人人人～～～～1.21.21.21.2 万人万人万人万人    
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②地区別人口の状況及び将来予測 地区別の人口を、平成 18年※1と平成 23年で比較すると、いずれの地区においても人口は増加しており、とりわけ吉浜小学校区と翼小学校区では高い伸びを示しています。年齢構成別の割合を見てみると、平成 23年の年少人口においては、高取小学校区と翼小学校区が高く、それぞれ約 19.0%と約 19.7%となっています。生産人口においては、吉浜小学校区が最も高く約 67.8%であり、反対に、最も低いのは高浜小学校区と高取小学校区の約 64.8%となっています。一方で、高齢者人口においては、高浜小学校区が最も高く約 20.2％となっており、次いで港小学校区の約 18.9%となっています。 吉浜小学校区や翼小学校区、高取小学校区といった市の東部、北部に位置し、刈谷や安城と接している地区の人口は比較的増加率が高く（区画整理事業の効果）、かつ年少人口の割合も高くなっていることが分かります。反対に、市の西部、南部に位置する高浜小学校区や港小学校区では、人口の増加率も小幅で少子高齢化が進行している様子がみてとれます。地区別の将来人口※2を、平成 23年と平成 33年で比較すると、吉浜小学校区、翼小学校区においてはさらに増加し、高浜小学校区、高取小学校区、港小学校区では減少する見通しとなっています。少子高齢化の傾向には地区ごとの違いがあり、それぞれの人口構成の見通しに合わせて施設の再配備を検討する必要があるといえます。  表 地区別人口増加率、年齢階層別割合 ■高浜小学校区 H18年 H23年 H23年 H33年10,002人 10,176人 10,176人 9,464人高齢者人口 高齢者人口(65歳～) (65歳～)生産人口 生産人口(15～64歳) (15～64歳)年少人口 年少人口(0～14歳) (0～14歳)15.4% 20.2%64.8%15.0%
平成18年→平成23年 平成23年→平成33年高浜高浜高浜高浜 -7.0%20.2% 24.0%高浜高浜高浜高浜 19.1%65.5% 3.8%64.8% 62.0% -2.8%15.0% 14.0% -1.0%

1.7%1.1%-0.7%-0.4%  ■吉浜小学校区 H18年 H23年 H23年 H33年10,922人 12,223人 12,223人 13,221人高齢者人口 高齢者人口(65歳～) (65歳～)生産人口 生産人口(15～64歳) (15～64歳)年少人口 年少人口(0～14歳) (0～14歳)15.9% 16.2% 0.2% 16.2% 17.6% 1.4%平成18年→平成23年 平成23年→平成33年吉浜吉浜吉浜吉浜 11.9% 吉浜吉浜吉浜吉浜 8.2%
16.4% 16.0% -0.3% 16.0% 17.9% 1.9%67.7% 67.8% 0.1% 67.8% 64.5% -3.3%      
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■高取小学校区 H18年 H23年 H23年 H33年7,238人 7,645人 7,645人 7,580人高齢者人口 高齢者人口(65歳～) (65歳～)生産人口 生産人口(15～64歳) (15～64歳)年少人口 年少人口(0～14歳) (0～14歳)14.3% 16.2% 1.9% 16.2% 19.6% 3.5%平成18年→平成23年 平成23年→平成33年高取高取高取高取 5.6% 高取高取高取高取 -0.8%
19.3% 19.0% -0.3% 19.0% 18.6% -0.4%66.5% 64.8% -1.6% 64.8% 61.7% -3.1%  ■港小学校区 H18年 H23年 H23年 H33年6,209人 6,380人 6,380人 5,667人高齢者人口 高齢者人口(65歳～) (65歳～)生産人口 生産人口(15～64歳) (15～64歳)年少人口 年少人口(0～14歳) (0～14歳)17.8% 18.9% 1.1% 18.9% 20.9% 2.0%平成18年→平成23年 平成23年→平成33年港港港港 2.8% 港港港港 -11.2%
14.3% 15.5% 1.2% 15.5% 18.2% 2.8%67.9% 65.7% -2.3% 65.7% 60.9% -4.8%  ■翼小学校区 H18年 H23年 H23年 H33年8,511人 9,237人 9,237人 10,027人高齢者人口 高齢者人口(65歳～) (65歳～)生産人口 生産人口(15～64歳) (15～64歳)年少人口 年少人口(0～14歳) (0～14歳)13.2% 13.8% 0.6% 13.8% 15.5% 1.8%平成18年→平成23年 平成23年→平成33年翼翼翼翼 8.5% 翼翼翼翼 8.6%
20.7% 19.7% -1.1% 19.7% 19.1% -0.5%66.1% 66.5% 0.5% 66.5% 65.3% -1.2%  (高浜市 10 月 1 日人口、高浜市推計人口) ※1 地区別・年齢階級別人口データの入手可能年限。 ※2 小学校区の将来人口は傾向を示すものだが、市全体の推計とは個別のものであり、合計人口は一致しない。     
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③地域特性のまとめ 

①①①①    高浜小学校区高浜小学校区高浜小学校区高浜小学校区  【人口】 ・人口密度が最も高く、人口は吉浜に次いで多くなっています。また、市内への通勤・通学者が多く、居住年数の長い世帯が多い傾向にあります。 ・人口は増加傾向にありますが、その伸びは鈍く将来は減少の見通しとなっています。高齢化率も市内では最も高くなっています。  【施設】 ・市役所、かわら美術館等があり、公共施設が最も集中している地区といえます。  【地域】 ・中学校区が高浜中学校と南中学校に分かれています。  
 

②②②②    吉浜小学校区吉浜小学校区吉浜小学校区吉浜小学校区  【人口】 ・人口が最も多く、面積も最も広大です。 ・人口は順調に増加しており、古くからの居住者と新規居住者が混在しています。 ・刈谷市に接しており、周辺市への通勤通学者が多くなっています。  【施設】 ・域内に広域対応施設はありません。  【地域】 ・「第 6次総合計画の策定に向けた市民意識調査（平成 20年 8月）」によると、まちづくり協議会の認知度が最も高い地区といえます。 ・農地から住宅用地への土地利用変化が顕著となっています。 ・本地域の北東部には一団の農地が残されています。   
 

 

 

 

 

③③③③    翼小学校区翼小学校区翼小学校区翼小学校区  【人口】 ・地区内人口は３番目で、新規居住者の流入によって人口は増加傾向にあります。 ・年少人口の割合が市内では最も高く、高齢者人口の割合は最も少なくなっています。 ・安城市と接しており、周辺市への通勤通学者が多くなっています。  【施設】 ・居住年数 19年以内の世帯が多く、平成14年に翼小学校を開設しています。 ・広域対応施設は、女性文化センター（集会施設）が立地しています。  【地域】 ・この地域は、土地区画整理事業によりニュータウンとして開発された経緯があり、市街化された区域の面積割合も高くなっています。 ・衣浦大橋（半田方面）から安城市方面に国道 419号が伸び、沿道は商業地となっています。 ・農地から都市的土地利用への転換が顕著となっています。 ・地域の西側には土地区画整理事業によって基盤整備された住宅地があります。 ・衣浦豊田線（国道 419号）・主要地方道である碧南高浜環状線沿道にはロードサイド型の郊外型商業施設が進出しています。         
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④④④④    港小学校区港小学校区港小学校区港小学校区 【人口】 ・人口が最も少なく、人口密度も低くなっています。また、居住年数が長い世帯が多いことも特徴です。 ・人口は増加傾向にありますが、その伸びは鈍く、高齢化率も高浜地域に次いで高くなっています。  【施設】 ・体育センター、武道館等のスポーツ施設が立地しています。  【地域】 ・衣浦湾に接し、半田市方面への衣浦大橋があるため、渋滞が発生しやすくなっています。 ・高浜川河口付近は海抜２ｍ以下の低地もあり、図書館、体育センターは海抜約 3ｍの土地に立地しています。 ・工業用地・商業用地から住宅用地への転換が進んでおり、土地利用の適切な再編が必要です。 ・住工混在型の土地利用になっているとともに、商業地に減少が見られます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤⑤⑤⑤    高取小学校区高取小学校区高取小学校区高取小学校区  【人口】 ・安城市及び碧南市と接し、周辺市への通勤通学者が多くなっています。 ・新規居住者の流入によって人口は増加傾向にあり、年少人口の割合は翼地域に次いで高く、高齢者人口比率は翼地域に次いで少なくなっています。  【施設】 ・県立高浜高校が立地しています。  【地域】 ・市街化された区域の面積割合が最も低く、碧南高浜環状線（県道 304号）の東側に田園地帯が広がっています。 ・市街化区域内では商業・工業用地から住宅用地へ土地利用転換が進みつつあります。 ・本地域の東部一帯には一団の農地が残されています。 ・中学校区が高浜中学校と南中学校に分かれています。     （参考：高浜市都市計画マスタープラン）     吉浜 
高浜 

港 
翼 

高取 
将来将来将来将来    

将来将来将来将来    
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25.8 24.1 20.5 20.2 20.6 20.5 21.0 20.1 20.6 22.0 21.3 20.7 19.8 20.9 20.7 22.7 23.1 24.6 10.6 11.5 12.7 13.6 14.1 14.9 17.5 18.9 20.6 13.4 14.4 18.0 18.2 18.8 23.7 18.5 23.3 34.2 
020406080100120140160

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

操出金
14.6億円【33,102円】積立金・投資及び出資金・貸付金
4.2億円【9,447円】公債費
14.0億円【31,725円】投資的経費
3.7億円【8,437円】補助費等
20.7億円【47,059円】扶助費
28.7億円【65,288円】維持補修費
1.4億円【3,196円】物件費
24.2億円【55,045円】人件費
19.8億円【44,874円】（年度）

（億円）

２．財政の現状と課題 

■ 厳しい財政見通し・抑制が続いている投資的経費 高浜市の財政状況は、平成20年のリ－マンショックに端を発する世界的な経済危機の影響から、歳入の根幹である税収は大幅な減収となっています。「第 6次高浜市総合計画元年」である平成 23年度当初予算編成にあたっても、財政調整基金の取り崩しで凌ぐなど厳しい編成を迫られました。その結果、財政調整基金の残高は、平成 21 年度末時点では約 20 億円であったのに対し、平成23年度末には約 11億円までに大きく減少し、蓄えは底を突きかけています。今後を見据えても、市税収入は引き続き厳しい見通しにあり、また歳出面では、高齢化の進行や景気の低迷等により、生活保護費や医療の給付金等の扶助費の増加が避けられない状況にあります。 このような状況下、過去 9年間の投資的経費は、平成 13年度の 31.3億円が最高で、その後は減少し、平成22年度においては約3.7億円となっています。公共施設に係る投資的経費を見ると、平成 13年度において一時的に約 20億円近くに上っていますが、これは、平成 9年から 13年までの翼小学校建設によるものであり、直近 5 年間（平成１８年度～平成２２年度）の平均では約2.5億円程度となっています。  図 歳出の推移                 
 

 

 

 

 

 

 

【投資的経費】その支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するための経費。普通建設事業費など 【消費的経費】支出の効果が単年度の短期間で終わる性質の経費（人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等） 【扶助費】社会保障制度の一環として、現金や物品などで支給される費用。生活保護法・児童福祉法・老人福祉法などの法令に基づくもののほか、乳幼児医療の公費負担など市の施策として行うものも含まれる。 
（高浜市決算カード（各年度） 平成 22 年国勢調査（総人口 44,027 人）） 

扶助費の増加 投資的経費の圧縮 

平成 22 年度 
131.3 億円億円億円億円    市民一人当たり 

【【【【29 万万万万 8 千円千円千円千円】】】】    
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３．施設の現状と課題 

■ 保有する公共施設は 12.6万㎡ 高浜市は、総延床面積で約 12.6万㎡の公共施設を保有しています。これは、市民１人あたり約2.8㎡の公共施設を保有していることになります。この値は、全国平均の約 3.4㎡、愛知県内の市の平均の約 3.2㎡を下回っていますが、愛知県内の大都市近郊市と比べますと多い状況となっています。 また、施設の内訳は、学校施設が最も多く施設全体の約 42%を占めています。そして、公民館やコミュニティプラザ等の集会施設が約９％、市庁舎等が約 8%で続いています。                 
 

■ 施設全体の約 43%の施設が築 30年以上・約 9%の施設が耐震対策未実施 高浜市が保有している施設は、全体的に老朽化が進行しており、施設全体のうち約 43%の施設が築 30 年以上経過しています。中でも学校施設は、74%の施設で築 30 年以上経過しており深刻な課題となっています。一般的に築 30年を経過すると大規模修繕、築 60年経過すると建替えが必要になると言われていることから、今後、高浜市にも大規模修繕や建替えの大きな波が訪れることが見込まれます。 高浜市では、阪神淡路大震災後に学校施設を最優先に耐震化対策に取り組んできました。しかし、耐震化対策には、膨大の費用がかかることから、学校施設以外の公共施設約 9%が耐震性の確保が十分でない状況にあります。その施設の中には、震災時の災害対策本部としての重要な役割を持つ市役所の本庁舎も含まれており、これらの施設の耐震化対策は急務です。     

図 公共施設の建物総延床面積 12.6 万㎡の内訳 
 集会施設集会施設集会施設集会施設8.9%8.9%8.9%8.9% 図書館 1.4%博物館等3.8%スポーツ施設 2.0%

学校学校学校学校41.8%41.8%41.8%41.8%幼保・こども園6.1%幼児・児童施設 1.9%高齢福祉施設 5.1%障害福祉施設 0.3%保健施設 0.7% 庁舎等8.4%消防施設 1.8% 公営住宅8.3%公園 0.5% その他8.8%

市民市民市民市民１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの延床面積延床面積延床面積延床面積    
約約約約 2.82.82.82.87777 ㎡㎡㎡㎡    
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  図 公共建築の耐震化状況                  
    

図 公共施設の築年別整備状況 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000 

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,000

～1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009学校教育系施設 普通財産 供給処理施設 公園公営住宅 行政系施設 医療施設 保健・福祉施設子育て支援施設 産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設病院施設 その他 人口
高浜小 高浜・高取小

本庁舎
新耐震基準（昭和57年以降）

50%

旧耐震基準（昭和56年以前）
50% 築30年以上（S45-54）

34%

築40年以上（S35-44）
7%

築50年以上（-S34）
2%

翼小
かわら美術館

（㎡） 三河高浜駅西駐車場三高駅西再開発ビル

-2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 

～1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009旧耐震基準 新耐震基準
葭池住宅

（㎡）
本庁舎

体育センター
耐震化対策未実施 新耐震基準及び耐震化実施済み

旧耐震基準新耐震基準 9% 28%63%

新耐震基準（昭和57年以降）
50%

旧耐震基準（昭和56年以前）
50%うち、耐震化未実施
9%

不要 実施済未実施
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■ 施設の更新費用 522.5 億円 保有する全ての施設を更新すると、投資的経費が今後 40年間で 522.5億円必要になるという試算結果となっています。これを単純に 1年あたりに換算すると毎年 13.1億円の投資的経費が必要になることになり、現在の公共施設に係る投資的経費である 2.6億円（H19～H23の平均値）の 5倍以上となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       
 

 

 

 

 

 

 なお、高浜市の現在の歳入歳出見通しで人口推移を加味せず、毎年必要となる更新費用の 13.1億円から、現在の投資的経費である 2.6億円を除く 11億円を仮に毎年起債により対応すると、５年後には起債の償還額が増加することにより財政運営に影響を及ぼすことが想定されます。    

        

 

0510
152025
3035

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049

億円

耐震改修 大規模修繕築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕 維持補修既存更新分 新規整備分既存更新分(5箇年度平均) 既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)既存更新分+新規整備分+用地取得分(5箇年度平均)直近5年間平均公共施設にかかる投資的経費
約2.6億円

更新費用の試算
13.1億円

現在までのストック
12.6万㎡ 40年間の更新費用総額 522.5億円億円億円億円
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積算条件 ① 耐用年数 60 年での更新を前提に、整備年度ごとの延床面積に更新単価を乗じ、積算を行っている。  ② 60 年間の中間である、建築 30 年後において、大規模修繕を行うこととしている。（■で表示） ③ 本来大規模修繕を行う 30 年を経過し、かつ 50 年未満の建築で、大規模修繕を未実施の建築は、 2019（H31）年までの 10 年間において、大規模修繕を行うこととしている。（■で表示） 
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４．施設用途別の現状と課題 

(1) 集会施設 

 

実態把握①：同じ集会機能を持つ施設が多くあります。（16施設）  
■女性文化センター・勤労青少年ホーム・高浜エコハウス・春日庵・高取農業センター・東海会館 

 スポーツ施設 幼保こども園 幼児児童施設 その他1 女性文化センター 湯山町六丁目６番地４ 752 平成6 ● 婦人会事務局 広域 中央公民館と隣接2 勤労青少年ホーム（ふらっとホーム） 論地町五丁目６番地４ 694 昭和49 ● ● 全市域3 高浜エコハウス 沢渡町四丁目６番地２ 1,001 平成20 ● 全市域 中央公民館と隣接4 春日庵 春日町三丁目２番地２１ 124 平成2 ● 全市域5 高取農業センター 向山町二丁目１番地３１ 544 昭和57 ● ● 地域6 東海会館 田戸町二丁目２番地５９ 211 昭和61 ● ● 地域 東海児童センターと複合3,326
備考

合　　計
名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度 併設施設集会施設 対象範囲

 

■公民館 

 図書室 その他1 中央公民館（市民センター） 湯山町六丁目７番地３ 4,091 昭和55 ● 商工会 全市域 女性文化センター・エコハウスと隣接2 吉浜公民館 屋敷町五丁目１２番地８ 1,147 昭和44 ● ● 地域3 高取公民館 向山町一丁目２１４番地４ 771 平成7 ● ● まちづくり協議会 地域4 大山公民館 春日町二丁目１番地１ 621 昭和60 ● 地域5 高浜南部公民館 碧海町三丁目５番地４ 478 昭和56 ● 地域7,108
対象範囲 備考

合　　計
名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度 公民館 併設施設

 

■コミュニティプラザ 公民館 その他1 南部ふれあいプラザ 二池町一丁目８番地５ 385 昭和54 地域 H17改修工事2  翼ふれあいプラザ 神明町二丁目１８番地１３ 764 平成7 ● たかはま夢・未来館 地域 H20改修工事3 高浜ふれあいプラザ 青木町四丁目２番地１６ 237 昭和51 地域 H21改修工事4 吉浜ふれあいプラザ 屋敷町二丁目３番地１５ 348 平成21 地域 H21新築工事5 高取ふれあいプラザ 向山町一丁目２１４番地４高取公民館内 ― ― ● 地域 　高取公民館を共用1,349
備考

合　　計
名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度 併設施設 対象範囲

 

たかはま 夢・未来塾 
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実態把握②：稼働率が全体に低く、利用状況が低い状態です。  
■女性文化センター・勤労青少年ホーム・高浜エコハウス・春日庵・高取農業センター・東海会館 全ての施設が稼働率３0％を下回っています。勤労青少年ホーム、春日庵と東海会館は 10％以下となっています。 図 施設別稼働率 

3,858

1,489

1,604

759

774

25%

8%

14%

5%

12%

3%

【18,668コマ】【17,232コマ】【11,094コマ】【9,334コマ】 【13,884コマ】【11,076コマ】
0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000 20,000女性文化センター勤労青少年ホーム高浜エコハウス春日庵高取農業センター東海会館

（コマ）ホール会議・集会和室調理講習室ごみ分別学習エリア軽運動室空きコマ計可能コマ計稼動率
40%以下 稼動率

60%以上
 

■公民館 全ての施設が 30％以下となっています。稼働率が最も高い諸室は全施設で会議室（講座室等も含む）となっています。 図 施設ごとの利用機能別稼働率 
1,377

1,473

1,717

5,820

4,081

4,942

2,238

1,921

13%

20%

28%

13%

22%

【28,002コマ】【28,002コマ】【14,001コマ】
0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000中央公民館吉浜公民館高取公民館大山公民館高浜南部公民館

（コマ）ホール料理実習室託児室情報研修室視聴覚室図書室展示コーナー資料室全体稼働率空きコマ計
集会・会議

稼動率
40%以下 稼動率

60%以上
【74,672コマ】【37,336コマ】

 
■コミュニティプラザ 吉浜、翼、高浜ふれあいプラザは約 10％、南部ふれあいプラザは 44％となっています。 

971

1,463

4,116

1,471

44.1%

10.5%

10.4%

10.4%

【9,334コマ】 【14,001コマ】【9,334コマ】 【14,001コマ】
0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000南部ふれあいプラザ翼ふれあいプラザ高浜ふれあいプラザ吉浜ふれあいプラザ

（コマ）多目的会議・集会
稼動率40%以下 稼動率60%以上  

    利用利用利用利用がががが低低低低いいいい    

    利用利用利用利用がががが低低低低いいいい    

    利用利用利用利用がががが低低低低いいいい    
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実態把握③：低い稼働率のため、１件当たりのコストが割高となっています。 

 

集会施設 トータルコストと利用 1 件当たり及び市民 1 人当たりのコスト                                     
31,678円/件
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465 万円委託費
723 万円委託費

1,796 万円指定管理料
823 万円減価償却相当額718 万円4,915 万円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
（万円）

使用料及び賃借料未来塾
700 万円
2,772 万円コミュニティプラザ

収入の合計
47 万円

使用料及び賃借料1,135 万円指定管理料 5,029 万円
減価償却相当額 6,786 万円1億3,357 万円
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（万円）

施設にかかるコスト
1,187 万円 収入の合計

54 万円

一般職員人件費218 万円一般職員人件費 363 万円指定管理料1,313 万円減価償却相当額3,477 万円6,819 万円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（万円）

事業運営にかかるコスト
1,166 万円施設にかかるコスト
863 万円 収入の合計

80 万円
1施設当たり平均1,137万円（計6施設）

1施設当たり平均26,871万円（計5施設）

全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト

全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト

全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト
1施設当たり平均983万円（計5施設）

■■■■ 女性文化女性文化女性文化女性文化センターセンターセンターセンター・・・・勤労青少年勤労青少年勤労青少年勤労青少年ホームホームホームホーム・・・・高浜高浜高浜高浜エコハウスエコハウスエコハウスエコハウス・・・・春日庵等春日庵等春日庵等春日庵等 計計計計6施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：3,326㎡㎡㎡㎡

■■■■ 公民館公民館公民館公民館 計計計計5施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：7,108㎡㎡㎡㎡

■■■■ コミュニティプラザコミュニティプラザコミュニティプラザコミュニティプラザ 計計計計5施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：1,349㎡㎡㎡㎡

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト

コストコストコストコストがががが割高割高割高割高    1,5491,5491,5491,549

3,0343,0343,0343,034    

1,1161,1161,1161,116    

平均平均平均平均 2,6712,6712,6712,671 万円万円万円万円    

31,486円/件 
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■課題 

●集会機能の重複が見られ、低い稼働率のため 1件当たりのコストが割高となってお

り、施設の集約化・複合化の検討が必要です。 
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(2) 図書館  図書館本館には、郷土資料館が併設されています。分室の吉浜及び高取図書室は、それぞれ吉浜公民館、高取公民館に併設されています。閲覧することができる蔵書は、図書館本館、吉浜図書室、高取図書室の蔵書のほか、愛知県図書館、愛知県内の市町村の図書館、岐阜・三重県内の図書館、南山大学名古屋図書館、国立国会図書館等の蔵書を借りることができます。市内図書館 3施設のほか、市内 12か所にある受渡拠点（いつでもどこでも図書館）でも借りることができます。        
 

実態把握①：図書館本館の蔵書数は 17.6万冊で、吉浜図書室・高取図書室は 4千冊～1

万冊に留まっています。  平成 22年度の蔵書数は、約 19.2万冊です。蔵書の 92％が本館の蔵書となっています。 図 施設別蔵書数     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握②：貸出者数・貸出冊数とも吉浜、高取図書室の利用が低い状況です。     
■年間貸出者数・貸出冊数 平成 22年度の年間貸出件（冊）数は 20万 1,211件、貸出者数は 3万 9,389人です。1人当たりの貸出件数は 5.1件です。図書館本館の年間貸出件数は 17万 8,133件、貸出者数は3万 3,636人です。1人当たりの貸出件数は 5.3件です。吉浜、高取等図書室、貸出拠点での貸出件数は、2万 3,078件、利用者数は 5,753人です。1人当たりの貸出件数は 4.0件となっています。リクエスト件数の総数は 7,463件です。そのうち約 82％が、本館のリクエスト件数です。 

一般書 125,474

3,113

625

1,055

児童書 48,615

7,318

3,443

視聴覚資料 2,330

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000120,000140,000160,000180,000図書館・郷土資料館吉浜図書室高取図書室いつでもどこでも図書館
図書資料 174,089

10,431

4,068

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000120,000140,000160,000180,000図書館・郷土資料館吉浜図書室高取図書室いつでもどこでも図書館
176,419点

10,431点
4,068点

1,191点

（万冊） 2            4           6           8           10         12          14         16         18

併設機能公民館1 図書館・郷土資料館 碧海町五丁目１番地５ 1,707 昭和54 ● ●2 吉浜図書室 屋敷町五丁目１２番地８ 49 昭和44 ● ●3 高取図書室 向山町一丁目２１４番地４ 28 平成7 ● ●1,784 ―
備考

合　　計
名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度 図書館 資料館

冊 冊 
冊 冊 
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図 年間貸出者数・貸出冊数とリクエスト件数 
市内利用

30,194 市内利用2,489 市内利用3,124
市内利用4

市外利用3,442

市外利用45 市外利用91

178,133件
9,817件 13,020件

241件
33,636人

2,534人 3,215人
4人

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

図書館・郷土資料館 吉浜図書室 高取図書室 いつでもどこでも図書館

（人）

    
実態把握③：図書館のトータルコストは約 6,700万円/年でありコストは多くはかかっ

ていませんが、来館者 1 人当たりのコストは約 850 円/人となっていま

す。（来館者数合計約 7.9万人：白書 3章 2-7参照） 

 図 図書館トータルコスト        参考比較例）         
■課題

図 書 館北区 立川市 藤沢市 取手市利用レベル 利用件数 貸出者数 住民１人当たりの利用件数0
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400

0
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16

18

20335.8万件/年 165.9万人/年
10.0件/人 利用件数 貸出者数 住民１人当たりの利用件数 利用件数 貸出者数 住民１人当たりの利用件数 利用件数 貸出者数 住民１人当たりの利用件数0
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100
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400

0
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4
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20

178.5万件/年
51.1万人/年 10.0件/人

0

20
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0
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400

0
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20393.7万件/年 141.9万人/年
9.8件

/人
0

20

40
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100
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200

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

70.0万件/年 22.5万人/年 6.3件
/人

リクエストリクエストリクエストリクエスト件数件数件数件数 6,111 270 1082 - 件件件件1111日当日当日当日当たりたりたりたり貸出件数貸出件数貸出件数貸出件数 592 33 43 - 件件件件////日日日日1111日当日当日当日当たりたりたりたり貸出者数貸出者数貸出者数貸出者数 112 8 11 - 人人人人////日日日日

    図書館全体図書館全体図書館全体図書館全体のののの年間利用件数年間利用件数年間利用件数年間利用件数はははは 20.120.120.120.1 万件万件万件万件    住民住民住民住民 1111 人当人当人当人当たりたりたりたり約約約約 4.54.54.54.5 件件件件////人人人人    
 

                

 

指定管理料
6,499 万円6,713 万円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（万円）
収入の合計

4 万円

●１人当たりの利用件数が他自治体と比べると低く、利用１件当たりのコストが

約 850円/人と割高になっており、今後の図書館のあり方を検討する必要があ

ります。 

東京都東京都東京都東京都    北区北区北区北区    



  

 19

(3)スポーツ施設  図表 施設一覧（平成 22年度） 
 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

実態把握①：体育センターは、耐震安全性が確保されていません。  体育センター及び武道館は築後 30年以上を経過しており、旧耐震基準で建てられた建物です。2施設に対し耐震診断を行った結果、武道館は耐震安全性が確認されましたが、体育センターは耐震補強等の対応が必要となっています。 
■耐震化状況  耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 体育センター 実施済実施済実施済実施済みみみみ    未実施未実施未実施未実施    対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    武道館 実施済実施済実施済実施済みみみみ    不要不要不要不要    耐震強度耐震強度耐震強度耐震強度をををを保持保持保持保持    漕艇センター 不要不要不要不要    不要不要不要不要    新耐震基準新耐震基準新耐震基準新耐震基準のためのためのためのため    
 

 

実態把握②：武道館は、老朽化への対応が必要となっています。  体育センターと武道館は築30年以上となっていますが、大規模改修は未実施となっています。いずれも早急な対応が必要です。刈谷市をはじめとする隣接市には、体育館もしくはアリーナ等充実したスポーツ施設が設置されており、衣浦東部広域行政圏における共同施設として、高浜市民も刈谷市民等と同じ料金にて使用することができます。  
■老朽化状況 

34

31

14

体育センター武道館漕艇センター築年 更新まで 30年 60年             

体育室 柔道場 剣道場 艇庫 グランド（野球場） テニスコート1 体育センター 碧海町二丁目７番地８ 3,786 1,260 昭和52 ●2 武道館 碧海町二丁目６番地１ 1,800 598 昭和54 ● ●3 漕艇センター 碧海町一丁目２番地地内 448 448 平成9 ●4 碧海グランド 碧海町二丁目６番地１ 14,422 ●5 流作グランド 新田町四丁目１番地５ 12,000 ●6 五反田グランド 向山町二丁目１番地８ 5,958 ●7 五反田第二グランド 向山町二丁目１番地３ 8,601 ●8 碧海テニスコート 碧海町二丁目６番地１ 1,786 ●9 南テニスコート 論地町五丁目６番地５５ 8,495 ●57,296 2,306

利用種目敷地面積（㎡）
合　　計

名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度屋内施設グランド
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3,187

906

1,374

1,507

1,626

1,317

871

9,073

34%

19%

12%

13%

34%

28%

7%

39%

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 高浜市体育センター武道館碧海グランド流作グランド五反田グランド五反田第二グランド碧海テニスコート南テニスコート

【9,334コマ】
【11,680コマ】

（コマ）
【4,667コマ】

【11,680コマ】【4,745コマ】【4,745コマ】 【11,680コマ】 【22,976コマ】稼働率
60%以上稼働率
40%以下

屋内施設の稼働率グランド等の稼働率

 

実態把握③：体育センターは稼働率 34％で、武道館は 19％です。 

    グランドの平均稼働率は 18％です。 

 

■稼働率 全施設が 40％以下となっています。全施設平均は 24.4％で、グランドの平均稼働率は17.7％です。  図 施設別稼働率 
                      

■課題 

●●●●耐震化未実施施設の早急な対応及び低稼働率の施設の対応が必要です。 
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(4)学校施設 

 

実態把握①：小学校５校、中学校２校の耐震安全性が確保されています。 

学校施設の７４％が築３０年以上となっています。  
■築年別整備状況 学校施設の 74％が築 30年以上となっており、老朽化に対する対策が急務となっています。    図 築年別整備状況 
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（年）築後20年未満
1,052㎡

2%

12,747㎡
24%

26,482㎡
50%

12,531㎡
24%

築後30年以上 築後20年以上築後40年以上
高浜小 高浜小（体） 高取小（体） 高浜中（体）港小（体） 南中（体） 吉浜小（体）高取小

翼小高浜中吉浜小 港小 南中 高浜中（武） 南中（武）
     

■耐震化状況 昭和５7年以降は新耐震基準  耐震診断 耐震補強工事 判断基準 高浜小学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ        吉浜小学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ        高取小学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ        港小学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ        翼小学校 不要不要不要不要    不要不要不要不要    新耐震基準新耐震基準新耐震基準新耐震基準のためのためのためのため    高浜中学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ     南中学校 実施済実施済実施済実施済みみみみ    実施済実施済実施済実施済みみみみ            

    
老朽化対策老朽化対策老朽化対策老朽化対策がががが必要必要必要必要    

 ※国土交通省では耐震改修促進法において、Is値 0.6以上  についての安全性とは「地震の震動及び衝撃に対し倒壊し、または崩壊する危険性が低い」と評価されています。文部科学省では学校施設の耐震性能として、Is値 0.7 以上の安全性を求められています。したがって、文部科学省における学校施設の耐震性能条件は以下の通りとしています。 ・Is値＜0.3 ：地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い。  ・0.3≦Is値＜0.7：地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。 ・Is値≧0.7 ：地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性か低い。 

築築築築 30303030 年年年年    
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高浜市小中学校児童生徒数
5,289人（昭和51） 小学校児童数

2,666→3,021（平成12→21）高浜市小中学校児童生徒数
4,464人（平成22）

中学校生徒数
1,314→1,431（平成12→21）小学校21→ 20学級/校（平成12→21）中学校19→22学級/校（平成12→21）

小学校32→30人/学級（平成12→21）中学校36→33人/学級（平成12→21）

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

昭和50 5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1 平成1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

（人） （人／学級・学級／校）

翼小学校開校

実態把握②：全国的な少子化の中で、高浜市の児童生徒数は、ピーク時に対して 80％と

減少は少ない状況です。  児童生徒数は、昭和 51年の 5,289人をピークに減少しています。平成 4年から 12年までは横ばい傾向が続き、平成 12年頃からは増加しています。小学校児童数は、平成 12年から 21年まで 355人増加、中学校生徒数は同年間で 117人増加しています。 このように、児童生徒数は近年増加傾向にあり、将来予測においても微増と予測していますが、昭和 51年のピーク時に比較すると 80%程度となっています。 図 小学校児童数と中学校生徒数推移、1 校あたりの学級数・1 学級当たりの児童（生徒）数              学校１校当たりの学級数の状況をみると、望ましいとされる学級数（特別支援学級を除く）の範囲にあるのは、高浜小、高取小、翼小、港小、南中です。小規模校はありません。 図 学級数の状況                  

    ピークピークピークピーク時時時時のののの 80808080％％％％        

0 1 2 3 4 510111213
14151617
18192021
2223 吉浜小高浜小・高取小・翼小

港小

（１校あたりの学級数）

（校）

高浜中
南中学校教育法施行規則第四十一条

で望ましいとされる学級数
学校教育法施工規則第四十一条及び 

第七十九条で望ましいとされる学級数 
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■児童生徒１人当たりの学校施設床面積 各学校施設の延床面積を児童生徒数で除した値、すなわち児童生徒 1人当たりの床面積を比較します。児童生徒 1人当たりの床面積について、小学校は最大値が翼小の 14.2㎡/人、最小値は吉浜小の 8.5㎡/人で、約 1.7倍の差があります。 図 児童生徒一人当たりの学校施設床面          
 

実態把握③：1 校当たりの施設関連経費は、約 1,500 万円とあまりコストがかかってい

ない状況です。 

 

■コスト状況 平成 22年度の施設関連経費は、1億 262万円となっており、光熱水費が 49％（4,987万円）で最も大きな割合を占めています。1校当たり 1,500万円程度のコストがかかっています。 図 教育費             
 

■課題    

 延床面積（㎡） 児童生徒数（人） 児童生徒一人当たり床面積（㎡／人） 学級数 一学級当たり床面積（㎡／人）高浜小学校 7,841 653 12.0 19 412.7吉浜小学校 6,390 754 8.5 23 277.8高取小学校 6,061 597 10.2 20 303.1港小学校 4,898 354 13.8 14 349.9翼小学校 9,729 683 14.2 20 486.5高浜中学校 10,320 894 11.5 25 412.8南中学校 7,573 529 14.3 17 445.5小中学校計 52,812 4,464 11.8 138 382.7
 高浜小吉浜小高取小港小 翼小 高浜中南中

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000
（㎡／人）

（人）小学校中学校平均線

1111 校当校当校当校当たりのたりのたりのたりの施設関連経費施設関連経費施設関連経費施設関連経費はははは、、、、約約約約 1,5001,5001,5001,500 万円万円万円万円

とあまりとあまりとあまりとあまりコストコストコストコストがかかっていないがかかっていないがかかっていないがかかっていない    

    

※※※※    ※他市の事例では、1校当たりの施設関連経費の平均は 約 3,000 万円程度となっている。 平均は約 3,000 万円程度と

●●●●築３０年以上の施設が 74％と老朽化が進行しており、早急な対応が必要です。 

●●●●児童生徒一人当たりの床面積が 11.8㎡/人となっており、空きが少ない状況です。    
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(5)幼稚園・保育園・こども園  幼稚園 4園、保育園 6園、認定こども園 2園の計 12園があります。幼稚園 4園はすべて市営となっており、翼地区を除く、高浜、吉浜、高取、港地区に各 1園ずつ配置されています。 保育園は、6園のうち4園が市営、2園が民営となっています。本市では多様化する保育ニーズに対応するため、民間園が持つ柔軟性、機能性を活用し、保育サービスの充実を図っています。吉浜保育園を平成 24年度に、中央保育園を平成 25年度に民営化することが決まっています。  住所 延床面積（㎡） 建築年度 保育開始年齢（歳） 開園時間 運営 施設保有 土地保有1 高浜幼稚園 青木町六丁目１番地１５ 757 平成1 3歳 8：30-14：30 市 市 市2 吉浜幼稚園 屋敷町五丁目９番地２ 1,066 昭和47 3歳 8：30-14：30 市 市 市（一部民間）3 高取幼稚園 本郷町六丁目６番地３５ 658 昭和48 3歳 8：30-14：30 市 市 市4  高浜南部幼稚園 碧海町四丁目６番地１３ 625 昭和53 3歳 8：30-14：30 市 市 市3,1061 吉浜保育園 呉竹町三丁目８番地２０ 800 平成7 生後6ヶ月 7：00-19：00 市☆ 市 市2 高取保育園 向山町二丁目１番地１５ 860 昭和53 1歳 7：30-18：00 市 市 市3 高浜南部保育園 田戸町三丁目５番地２６ 1,048 平成10 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 市 市4 吉浜北部保育園 八幡町四丁目８番地４ 727 昭和52 1歳 7：30-18：00 市 市 市5 中央保育園 稗田町二丁目３番地７ 1,236 平成4 生後6ヶ月 7：30-19：00 市★ 市 市6 よしいけ保育園 湯山町四丁目７番地１３ 835 平成15 生後6ヶ月 7：00-19：00 民間 民間 市5,5061 翼幼保園 神明町二丁目８番地２ 1,219 平成18 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 民間 民間2 ひかり 清水町六丁目６番地３７ 2,203 平成13 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 民間 民間3,42212,034※1 ☆※2 ★認定こども園 計 合計 平成24年4月1日から「民間」運営。平成25年4月1日から「民間」運営。分園面積も含みます平成24年4月1日から。それ以前は7：30-18：00。高取保育園及び高浜南部保育園の延床面積には

名称幼稚園
保育園認定こども園

幼稚園 計
保育園 計

※2※2 ※1
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実態把握①：増加を続けた園児数は今後減少傾向になります。平成 19年に幼稚園児数よ

り保育園児数が多くなり、今後も同じ傾向が続きます。 

 公立あるいは私立の幼稚園に通園する園児数は、平成 19年度の 885人をピークに減少傾向にあります。私立幼稚園の園児数は、平成２２年度まで増加してきましたが、今後は年少人口の減少が想定されるため、園児数の減少も予測されます。 公立あるいは私立の保育園に通園する園児数は、平成２３年度まで増加してきましたが、今後は年少人口の減少が想定されるため園児数の減少も予測されます。保育需要の高まりを受け、保育園に通園する園児数は増加しています。  図 園児数（幼稚園、保育園、合計）・1 園当たりの園児数の推移 
1,335人人人人
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保育園園1園あたりの園児数 幼稚園1園あたりの園児数 園児数合計 保育園園児数 幼稚園園児数 （人／園）

幼稚園
1園当り118人 幼稚園児数幼稚園児数幼稚園児数幼稚園児数保育園児数保育園児数保育園児数保育園児数

（（（（昭和昭和昭和昭和63年度年度年度年度よりよりよりより約約約約1.8倍倍倍倍））））
市全体市全体市全体市全体のののの園児数園児数園児数園児数 昭和昭和昭和昭和63年度年度年度年度

平成平成平成平成8年度年度年度年度
平成19年度幼稚園児数と保育園児数入れ替わり平成15年度保育園児数と幼稚園児数入れ替わり昭和昭和昭和昭和63年度年度年度年度

（（（（昭和昭和昭和昭和63年年年年度度度度よりよりよりより約約約約2.1倍倍倍倍））））
（（（（平成平成平成平成8年年年年度度度度よりよりよりより約約約約2.1倍倍倍倍））））幼稚園
1園当り137人

現在現在現在現在

 
実態把握②：市立幼稚園は全園が定員に達していないが、保育園はニーズが高く、 

市立私立とも、定員を超過した園があります。 

 幼稚園の定員数は 995人（こども園含む）、平成 22年の園児数は 821人となっています。公立幼稚園は定員を満たしていませんが、高浜ひかり幼稚園（私立）は定員を超えています。 保育園の定員数は（こども園含む）は 1,009人、園児数は 9７７人です。民営の保育園および翼幼保園は定員を超えた弾力運用を実施しており、吉浜北部保育園以外の公立園とひかりこども園も定員の８５％以上に達しています。  
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図 定員に対する園児数の状況 
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（高浜市決算統計、各市決算カード（各年度））園児数園児数園児数園児数（（（（定員内定員内定員内定員内）））） 定員超過定員超過定員超過定員超過    定員数定員数定員数定員数    
●●●●多くの施設で老朽化が進行しています。地域ニーズの変化に対する対応が必要です。 

■課題 
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(6)高齢福祉施設  

 

実態把握①：19施設中 4施設を除いた全ての施設で築 30年以上と老朽化しています。 

 

■宅老所         
■介護予防拠点施設         
■老人憩の家                 

 宅老所 公民館1 高浜北部老人憩の家 春日町二丁目１番地１ 76 昭和50 ● ●2 高浜中部老人憩の家 青木町七丁目６番地４１ 78 昭和45 ●3 高浜南部老人憩の家 田戸町七丁目７番地２４ 68 昭和49 ●4 吉浜北部老人憩の家 屋敷町三丁目５番地１６ 76 昭和48 ●5 吉浜南部老人憩の家 屋敷町七丁目7番地２６ 69 昭和52 ●6 高取北部老人憩の家 本郷町五丁目１番地１５ 67 昭和47 ●7 高取南部老人憩の家 論地町二丁目２番地８０ 69 昭和52 ●8 高浜老人ふれあいの家 青木町九丁目２番地５ 163 昭和38 ● ●9 湯山老人憩の家 湯山町四丁目１１番地１ 81 昭和50 ●747

建築年度（年度） 備考併設施設高齢福祉施設
合　　計

名称 住所 延床面積（㎡）

 介護予防拠点施設 宅老所 その他 幼児・児童施設 障がい福祉施設1 宅老所「じぃ＆ばぁ」 青木町四丁目７番地１ 221 昭和35 ●2 宅老所「いっぷく」 青木町九丁目２番地５ 161 昭和38 ●3 宅老所「あっぽ」 田戸町三丁目８番地２１ 548 昭和30 ●4 宅老所「こっこちゃん」 呉竹町二丁目２番地２ 129 昭和44 ● ●家庭的保育5 宅老所「悠々たかとり」 本郷町六丁目６番地１５ 358 平成12 ● ●家庭的保育 ● みどり学園、となりのおばちゃんと同敷地、高取小隣接
備考名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度（年度） 併設施設高齢福祉施設

☆2,722 ☆改修年度合　　計
6 ものづくり工房「あかおにどん」 青木町九丁目６番地５ 208 昭和48 ● 平成12年より借用7 サロン赤窯 青木町九丁目７番地２８ 250 平成14 ●8 ＩＴ工房「くりっく」 青木町三丁目５番地１５ 155 昭和51 ● ●家庭的保育 平成13年より借用9 全世代楽習館 本郷町六丁目１１番地１５ 180 平成15 ● ●児童クラブ10 生きがいセンター（シルバー人材センター） 湯山町六丁目２番地６ 512 昭和602,722 ☆改修年度合　　計

1,417 

1,305 
 介護予防拠点施設 宅老所 その他 幼児・児童施設 障がい福祉施設 備考名称 住所 延床面積（㎡） 建築年度（年度） 併設施設高齢福祉施設
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実態把握②：19施設中 3施設を除いた全ての施設で耐震化未実施です。   
■宅老所           
■介護予防拠点施設          
■老人憩の家             

 耐震診断 耐震補強工事 対応 高浜北部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 高浜中部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 高浜南部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    吉浜北部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 吉浜南部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 高取北部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 高取南部老人憩の家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 高浜老人ふれあいの家 未実施未実施未実施未実施 未実施未実施未実施未実施 早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要 湯山老人憩の家 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    
 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 宅老所「じぃ＆ばぁ」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    宅老所「いっぷく」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    宅老所「あっぽ」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    宅老所「こっこちゃん」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    宅老所「悠遊たかとり」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    
耐震安全性確保が済んでいない施設 全施設全施設全施設全施設 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 ものづくり工房「あかおにどん」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    サロン赤窯 不要不要不要不要    不要不要不要不要    新耐震基準新耐震基準新耐震基準新耐震基準のためのためのためのため    ＩＴ工房「くりっく」 未実施未実施未実施未実施    未実施未実施未実施未実施    早急早急早急早急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要    全世代楽習館 不要不要不要不要    不要不要不要不要    新耐震基準新耐震基準新耐震基準新耐震基準のためのためのためのため    生きがいセンター 不要不要不要不要    不要不要不要不要    新耐震基準新耐震基準新耐震基準新耐震基準のためのためのためのため     
耐震安全性確保が済んでいない施設 ２２２２施設施設施設施設 

耐震安全性確保が済んでいない施設 全施設全施設全施設全施設 
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実態把握③：類似施設間でのコストの差が大きくなっています。 

 

■高齢福祉施設 トータルコストと利用 1 件当たり及び市民 1 人当たりのコスト                                
 

■課題 

371円/人
0 
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1

(円)

613円/人
0 
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2000 

3000 

1

(円)

101円/人
0 
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3000 

(円)

 

514 万円一般職員人件費 97 万円委託費 86 万円使用料及び賃借料 139 万円指定管理料
623 万円減価償却相当額195 万円1,694 万円
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1,000
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1,600

1,800

（万円）
負担金補助金及び交付金610 万円889 万円宅老所家庭的保育 収入の合計

443 万円
 

負担金補助及び交付金
254 万円使用料及び賃借料 310 万円指定管理料

758 万円減価償却相当額147 万円1,549 万円
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1,400

1,600

1,800

（万円）
家庭的保育計

302 万円
高齢者福祉計
1,100 万円 収入の合計

130 万円

1施設当たり平均339万円（計6施設）

1施設当たり平均310万円（計5施設）

全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト

全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト

1施設当たり平均51万円（計9施設） 

その他物件費 39 万円使用料及び賃借料
77 万円委託費 52 万円一般職員人件費

73 万円委託費 19 万円光熱水費 104 万円修繕費 22 万円減価償却相当額62 万円460 万円
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（万円）
事業運営にかかるコスト

240 万円
施設にかかるコスト

158 万円全施設全施設全施設全施設トータルコストトータルコストトータルコストトータルコスト
460万円万円万円万円

件数件数件数件数でのでのでのでの集計集計集計集計データデータデータデータ無無無無

件数件数件数件数でのでのでのでの集計集計集計集計データデータデータデータ無無無無

件数件数件数件数でのでのでのでの集計集計集計集計データデータデータデータ無無無無

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりたりたりたりののののコストコストコストコスト

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりたりたりたりののののコストコストコストコスト

■■■■ 宅老所宅老所宅老所宅老所 計計計計5施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：1,417㎡㎡㎡㎡

■■■■ そのそのそのその他高齢福祉施設他高齢福祉施設他高齢福祉施設他高齢福祉施設 計計計計5施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：1,305㎡㎡㎡㎡

利用利用利用利用1件当件当件当件当たりのたりのたりのたりのコストコストコストコスト 市民市民市民市民1人当人当人当人当たりたりたりたりののののコストコストコストコスト■■■■ 老人憩老人憩老人憩老人憩のののの家家家家 計計計計9施設施設施設施設 延床面積延床面積延床面積延床面積：：：：747㎡㎡㎡㎡

●耐震化未実施・老朽化施設が存在しています。老人憩の家は全て耐震化未実施･

老朽化が進行しており、早急な対応が必要です。  

 

負担金補助及び交付金
254 万円負担金補助及び交付金

945 万円使用料及び賃借料 310 万円指定管理料
758 万円減価償却相当額444 万円2,799 万円
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（万円）
家庭的保育計

302 万円
高齢者福祉計
2,053 万円 収入の合計

130 万円 636636636636    

385385385385

104104104104

1111 施設当施設当施設当施設当たりたりたりたり    平均平均平均平均 339339339339 万円万円万円万円    （（（（計計計計 5555 施設施設施設施設））））    

1111 施設当施設当施設当施設当たりたりたりたり    平均平均平均平均 560560560560 万円万円万円万円    （（（（計計計計 5555 施設施設施設施設））））    
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■ 課題整理  高浜市公共施設マネジメント白書より抽出される課題は、以下の通りです。                                     
 

●●●●施設施設施設施設

� 集会施設集会施設集会施設集会施設：集会機能の重複。低稼働施設のためコストが割高
� 図書館図書館図書館図書館：１人当たりの利用件数が他自治体と比較すると低く、１件当たりのコストが割高
� 学校施設学校施設学校施設学校施設：築３０年以上の施設が７４％と老朽化が進行。整備レベルの向上が必要� スポーツスポーツスポーツスポーツ施設施設施設施設：耐震化未実施施設が存在。低稼働率施設が存在
� 幼保幼保幼保幼保・・・・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援センターセンターセンターセンター：老朽化施設が存在。地域ニーズの変化に対する対応が必要
� 高齢福祉施設高齢福祉施設高齢福祉施設高齢福祉施設：耐震化未実施・老朽化施設が存在し老朽化が進行中。早急な対応が必要
� 庁舎等庁舎等庁舎等庁舎等：本庁舎の耐震化未実施

＜＜＜＜市全体市全体市全体市全体＞＞＞＞
� 保有する公共施設は１２.６万㎡。施設全体の約４３%の施設が築３０年以上・約９%の施設が耐震対策未実施
� 今後４０年間に５２２.５億円（１３.１億円/年）の投資的経費が必要

●●●●公共施設公共施設公共施設公共施設マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントがががが必要必要必要必要・保有施設の有効活用が必要・老朽化した施設が多く、維持・改修コストの大幅な増加への対応が必要・財源の確保が重要・全庁的なデータの整理・収集、管理体制整備が必要・施設の有効活用や維持管理コストの縮減が課題・社会状況の変化に対応するために、市民との情報共有、民間活力の導入が必要

●●●●人口人口人口人口

� 市全体の将来人口は増加の予測地域によって人口動態に差異が発生
� 少子高齢化が進行

●●●●財政財政財政財政

� 今後の厳しい財政見通し・抑制が続いている投資的経費の確保が困難（扶助費の増加、税収先行き不透明、人件費抑制の限界）

＜＜＜＜用途別用途別用途別用途別＞＞＞＞
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１１１１．．．．公共施設公共施設公共施設公共施設のののの維持維持維持維持・・・・改修改修改修改修コストコストコストコストのののの大幅大幅大幅大幅なななな増加増加増加増加へのへのへのへの対応対応対応対応    高浜市では、1960年代の高度経済成長期の急激な人口増加や社会環境の変化、市民ニーズの多様化などに応える形で、教育文化施設などをはじめ、多くの公共施設を整備してきました。この結果、近い将来において公共施設の老朽化における大規模修繕や建替えの大きな波が訪れることが見込まれ、改築・改修費用や更新費用が莫大となり、このままでは、投資費用が集中することにより市の財政が破綻します。また、これまでのように施設機能の不具合が生じてから修繕を行う対処療法的な施設管理では、修繕が必要な施設に対して適切な予算措置ができず、老朽化した建物の崩壊による事故や、災害時の避難拠点としての機能不全など、行政サービスに重大な影響を及ぼすことが懸念されます。 このことから、人口動態・財政状況・施設の利用実態等の分析結果を踏まえ、更新の波が訪れる前に、中長期的な視点により、公共施設の総量の圧縮や建替えから大規模改修への転換、財政的負担の平準化を考慮した計画を早期に検討する必要があります。 
 

 

２２２２．．．．全庁的全庁的全庁的全庁的ななななデータデータデータデータのののの整理整理整理整理・・・・収集収集収集収集、、、、管理体制整備管理体制整備管理体制整備管理体制整備のののの必要性必要性必要性必要性    公共施設マネジメントを行うには、公共施設の維持・改修、管理・運営に関するコストに加え、利用・効果に関する状況等のデータについても、的確に把握・分析をする必要があります。しかし、現在の施設の管理形態は、担当グループがそれぞれ所管している施設の維持管理等を行っています。また、高浜市は、これまでに「持続可能な基礎自治体」を目指し、業務のアウトソーシングを進めてきており、施設の運営形態は、業務委託や指定管理者制度を活用して運営している施設があります。そのため、市が所有する建築物の敷地・建物規模・建築年月日・設備等の施設に関するデータ、年間の利用者数などの利用状況に関するデータはそれぞれ施設を所管するグループが管理をしていることから、統一化されていない状況にあります。 今後の公共施設のあり方を検討する上では、これらのデータを統一的に整理・把握、また、所管グループの横断的な対応ができる体制整備等、全庁的なデータの整理・収集、管理体制を整備する必要があります。 
 

    

    

    

    

    

    

ⅣⅣⅣⅣ．．．．公共施設公共施設公共施設公共施設マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの必要性必要性必要性必要性    
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３３３３．．．．総合的総合的総合的総合的なななな視点視点視点視点でのでのでのでの優先順位優先順位優先順位優先順位付付付付けけけけ、、、、選択選択選択選択とととと集中集中集中集中のののの必要性必要性必要性必要性    高浜市が所有している施設は、全体的に老朽化が進行しています。また、稼働率が低い施設や同一機能を有する施設が重複している施設もあります。 高浜市の今後の財政見通しは、歳入面では市税収入の見通しは厳しく、歳出面では、扶助費等の増加等が避けられない状況にあります。こうした中、既存の公共施設のすべてを現状のまま維持することは困難であるため、市の今後の財政見通し、人口動態や市民ニーズの変化に伴う行政サービス需要の変化、公共施設の配置の全市的なバランス、各公共施設の機能等を踏まえ、総合的な視点での優先順位付け、選択と集中により限られた資源を効果的に活用することを考える必要があります。   
４４４４．．．．市民市民市民市民とのとのとのとの情報情報情報情報・・・・問題意識問題意識問題意識問題意識のののの共有共有共有共有、、、、民間活力民間活力民間活力民間活力のののの導入導入導入導入のののの必要性必要性必要性必要性    今後の公共施設のあり方を検討する上では、これまでの考え方から脱却して、大鉈を振るった公共施設マネジメントを行う必要があります。そのためには、市民と公共施設の実態に関する情報を共有し、問題意識を共有しながら推進することが重要であり、市民側も経営者の視点に立って考えることが求められます。また、民間のノウハウや活力を取り入れ、より効果的かつ効率的な公共施設マネジメントの実現を図ることが重要です。                   
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１．対象施設 高浜市が保有し、又は借上げている施設（土地を含む。）を対象とします。 分野としては、市民利用施設（集会施設、図書館、博物館等、スポーツ施設、学校施設、幼稚園・保育園・こども園、幼児児童施設、高齢者福祉施設、福祉施設、保健施設、市営住宅等）、行政施設（庁舎、消防施設等）を対象とします。 
 

２．大方針 

 

高浜市の次世代に向けた公共施設マネジメントの確立・発信 

 

■ 高浜市の地域特性を反映した公共施設マネジメント ①５①５①５①５つのつのつのつの小学校区小学校区小学校区小学校区のののの特性特性特性特性    高浜市は、総合計画、防災等まちづくりを考えていく上で、５つの小学校区を単位として考えています。長期的な視点に立って、それぞれの地域の特性を踏まえた公共施設のあり方を検討します。 ②②②②地域地域地域地域によるによるによるによる人口動態人口動態人口動態人口動態のののの差異差異差異差異    高浜市の将来予測人口は増加傾向である一方、児童・生徒などの年少人口は横ばいとなっています。今後の人口予測では、人口の増減が地区ごとに違いがあることから、それぞれの人口構成を踏まえた公共施設のあり方を検討します。 ③③③③地勢地勢地勢地勢をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたした再配置再配置再配置再配置 高浜市は、臨海部に位置し、海岸部の一部では標高が約２ｍの低地や埋め立てにより造成された場所があります。今後、公共サービスを安心・安全かつ安定的に提供するため、防災上の観点を踏まえ、標高や地質等高浜市の地勢を考慮した公共施設のあり方を検討します。 ④④④④周辺地域周辺地域周辺地域周辺地域とのとのとのとの連携連携連携連携（（（（衣浦東部広域行政圏衣浦東部広域行政圏衣浦東部広域行政圏衣浦東部広域行政圏、、、、衣浦定住自立圏衣浦定住自立圏衣浦定住自立圏衣浦定住自立圏））））    高浜市は、碧南市、刈谷市、安城市、知立市の 5市を管轄する衣浦東部広域行政圏にあり、図書館や市民ホール等の文化施設、グラウンドやコート等のスポーツ施設において相互利用がされています。また、消防活動を担っている衣浦東部広域連合においても、この圏域で組織しています。更に刈谷市を「中心市」として、周辺の自治体と役割分担した上で、NPO や企業など民間の担い手とも連携して、生活機能の確保のための事業を実施する衣浦定住自立圏を形成しています。今後、更なる近隣市との連携を踏まえながら、市民の利便性の向上を目指した取り組みを検討します。 
■ 新たな取組みによる公共施設マネジメント ①①①①すべてのすべてのすべてのすべての公共施設公共施設公共施設公共施設をををを対象対象対象対象    市が保有または借用している土地に、建物が建築され、目的を持って使用している施設を対象としています。ただし、道路、上下水道など社会的インフラを除きます。 ②②②②トップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントによるによるによるによる推進推進推進推進    組織の縦割りを越えて、総合的、長期的な視点で検討するための職員プロジェクト等、全庁を挙げて横断的な推進体制を整備します。  

Ⅴ．公共施設マネジメント基本方針 
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③③③③数値目標数値目標数値目標数値目標をををを明示明示明示明示    公共施設の現状や実態を把握するとともに、利用頻度に対する目標を数値で明示し、進行管理を行います。 ④④④④財政財政財政財政とのとのとのとの連動連動連動連動    公共施設の将来コストの試算・財政推計との連動を考慮しながら、財政負担の軽減と平準化などに向けた取り組みを検討します。 ⑤⑤⑤⑤モデルケースモデルケースモデルケースモデルケースをををを推進力推進力推進力推進力とするとするとするとする    施設機能に応じた今後の方向性を具体化するため、公共施設の中でモデルケースを取り上げ、市民の合意を含めたあり方を作成、その検証を行い、これを他の施設への推進力とします。 ⑥⑥⑥⑥市民市民市民市民とととと問題意識問題意識問題意識問題意識をををを共有共有共有共有・・・・協働協働協働協働    高浜市公共施設マネジメント白書により、市民と問題意識を共有し、市民が市民サービスの受益者という立場だけでなく、行政と共に知恵を出し合って公共施設のあり方を検討します。 
 

 

３．５つの柱 

（１） 中長期的な視点からのマネジメント ①①①①あるべきあるべきあるべきあるべき姿姿姿姿をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた計画的計画的計画的計画的・・・・戦略的戦略的戦略的戦略的ななななマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    高浜市が目指す都市将来像を実現するためのまちづくりに向けて、高浜市総合計画や他の行政計画との整合性を踏まえ、今後どうあるべきかを考え、公共施設の必要性を精査したうえで、施設の改修・改築、統廃合等の改善策の優先順位を検討します。なお、必要性が低いものについては、廃止若しくは別機能の活用方法を検討します。 ②②②②地域区分等地域区分等地域区分等地域区分等をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    高浜市は、公共施設のあり方を検討するにあたり、徒歩圏が維持できるというコンパクトな地域特性を考慮し、既成の地域区分を尊重しつつも、長期的視点に立って地域の特性を見据えた配置を検討します。 ③③③③人口動態人口動態人口動態人口動態・・・・人口構成人口構成人口構成人口構成のののの変化変化変化変化によるによるによるによる需要需要需要需要・・・・ニーズニーズニーズニーズのののの変化変化変化変化にににに対応対応対応対応したしたしたしたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    地域の人口動態や将来人口の構成の変化による市民ニーズからの量と質の変化、人口増加に伴う行政サービス全体の需要量の変化を想定し、身の丈にあった適切な公共施設のあり方を検討します。また、長期間に亘る中で時代の変化に対応できるよう、適宜、見直しが行える体制を検討します。 ④④④④地勢地勢地勢地勢をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたしたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    公共サービスを安心・安全かつ安定的に提供するため、防災上の観点を踏まえ、施設の立地状況などに留意したあり方を検討する必要があります。特に高浜市の臨海部には、標高約２ｍの低地や埋め立てにより造成された場所があるという高浜市の地勢を考慮した公共施設のあり方を検討します。 ⑤⑤⑤⑤ライフライフライフライフサイクルコストサイクルコストサイクルコストサイクルコストのののの把握把握把握把握・・・・管理管理管理管理にににに基基基基づくづくづくづく、、、、長期的長期的長期的長期的ななななマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    公共施設の将来に亘る人件費を含めた維持管理費や修繕費など、長期的な視点でコストを把握し、これを縮減、平準化するため、総量の圧縮、建替えから大規模改修を検討します。 ⑥⑥⑥⑥施設施設施設施設のののの長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化（（（（建物建物建物建物のののの維持維持維持維持・・・・更新更新更新更新のありのありのありのあり方方方方のののの見直見直見直見直しししし、、、、機能転用等既存施設機能転用等既存施設機能転用等既存施設機能転用等既存施設のののの有効活用有効活用有効活用有効活用））））    施設を安心・安全に利用できる状態を保つためには、建物や設備の劣化状況などを把握し、
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計画的かつ段階的な修繕が必要となります。そのため、これまでの建物の維持・更新のあり方を見直すとともに、財政負担の軽減と計画的な財政支出を図るため、建物の維持・改修への継続的投資による施設の延命を図る長寿命化を検討します。また、機能転用等や民間活力の導入も視野に入れた既存施設の有効活用を検討します。 ⑦⑦⑦⑦時代時代時代時代のののの要請要請要請要請にににに対応対応対応対応したしたしたしたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    設計・運営における環境への配慮、バリアフリー対応や防災対応など、時代の要請に対応した公共施設の活用及び整備を実現するため、整備手法や維持管理手法などを検討します。  
（２） 施設の実態を踏まえ、「機能の複合化」・「単一目的施設から多目的化」に転換する 

マネジメント ①①①①「「「「施設重視型施設重視型施設重視型施設重視型」」」」からからからから「「「「機能重視型機能重視型機能重視型機能重視型」」」」にににに転換転換転換転換するするするするマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    施設があるからサービスが提供できるという施設先行型の考え方ではなく、サービスを提供するために施設があることを踏まえ、施設の機能を重視し、機能は極力維持することを前提に施設を減らすという考え方で検討します。なお、類似した機能の施設については、機能の統合化も含めて検討します。 ②②②②施設施設施設施設のののの実態実態実態実態をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    施設の低い稼働率や老朽化等、高浜市公共施設マネジメント白書で整理した各公共施設の現状と課題を踏まえ、具体的な方向性を検討します。 ③③③③適切適切適切適切なななな評価指標評価指標評価指標評価指標をををを用用用用いたいたいたいたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    公共施設の配置、利用・運営状況、コストの状況から各施設を評価し、費用対効果の比較や施設の整備目的と利用実態の適合性について、評価指標を用いて検討します。 ④④④④システムシステムシステムシステム化等化等化等化等によるによるによるによる一元化一元化一元化一元化したしたしたしたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    施設状況を把握するため、所管グループが個別に管理している公共施設に関するデータを一元管理するための固定資産台帳等を整備するとともに、そのデータの収集・更新をシステム化して、施設の改修・建替え等にあたっての優先順位や全体方針との調整など、全庁で統一した考え方に基づいた推進体制、状況に応じた見直しができる体制を検討します。 ⑤⑤⑤⑤「「「「機能複合化機能複合化機能複合化機能複合化」「」「」「」「用途見直用途見直用途見直用途見直しししし」」」」をををを含含含含むむむむマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    各公共施設の稼働率や空きスペースなどを考慮し、既存施設の有効活用を図るため、他の用途への転換や複合化、同じ機能の統合化等を検討します。 また、民間活力を活用した有効活用や近隣市との相互利用等を視野に入れ、各施設が連携し、補完し合うことによって、公共サービスが提供できる仕組みを検討します。 
 

（３） 市民・民間事業者との問題意識の共有･協働を推進するマネジメント ①①①①白書発行白書発行白書発行白書発行によるによるによるによる市民等市民等市民等市民等とのとのとのとの問題意識問題意識問題意識問題意識のののの共有共有共有共有をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえたマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    高浜市公共施設マネジメント白書により、市民等に公共施設の現状と課題を公表し、問題意識を共有することにより、市民サービスの受益者という立場だけでなく、サービスの供給者の視点で、行政と共に知恵を出し合って公共施設の稼働率を上げるなどの体制の構築を検討します。  
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②②②②受益者負担受益者負担受益者負担受益者負担とととと管理方法管理方法管理方法管理方法ののののバランスバランスバランスバランスをををを図図図図るるるるマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    公共施設の利用料金と人件費を含めた維持管理コストについて、施設の目的や利用状況に応じた受益者負担になっているか確認するとともに、料金設定や減免制度の見直しなどを含め、施設利用者だけでなく幅広い市民の意見を聞きながら、受益者負担と管理方法のバランスを踏まえたあり方を検討します。 ③③③③施設施設施設施設のののの管理管理管理管理・・・・運営運営運営運営にににに市民参加市民参加市民参加市民参加をををを促進促進促進促進するするするするマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    既に施設の管理運営に市民の参加が進められていますが、公共施設の稼働率の向上を目指し、市民や地域団体に施設の管理・運営を更に促す手法について検討します。 ④④④④ＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰのののの推進推進推進推進によるによるによるによるマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    公共施設の整備、管理・運営において、指定管理者制度やＰＦＩ等の PPP 手法（公民連携）を導入するなど、民間活力を活用し、より効果的かつ効率的なサービスを提供することを検討します。 ⑤⑤⑤⑤民間施設民間施設民間施設民間施設のののの活用活用活用活用をををを含含含含めためためためた施設施設施設施設のののの再配置再配置再配置再配置    公共施設の全てを公共で賄うのではなく、維持管理に関するコストなどを比較検討したうえで、民間施設の活用も視野に入れた公共施設のあり方を検討します。  
（４） 近隣自治体との連携・相互利用の拡大 ①①①①近隣自治体近隣自治体近隣自治体近隣自治体のののの公共施設公共施設公共施設公共施設のののの相互利用相互利用相互利用相互利用をををを前提前提前提前提としたとしたとしたとした施設施設施設施設のののの再配置再配置再配置再配置    衣浦東部広域行政圏内、衣浦定住自立圏内の近隣自治体とは、既に公共施設の相互利用を実施していますが、更に近隣自治体と連携した相互利用の検討や相互利用を前提とした施設のあり方を検討する必要があります。 ②②②②「「「「フルスペックフルスペックフルスペックフルスペック型型型型」」」」からからからから「「「「ネットワークネットワークネットワークネットワーク型型型型」」」」にににに転換転換転換転換するするするするマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    各地区に全ての施設機能を均一に配置するのではなく、狭隘なまちであるという特性を活かし、効果的かつ効率的な機能を実現するため、施設間の連携を考慮した施設配置を検討します。  
（５） 全庁を挙げた問題意識の共有・体制整備と財政と連動したマネジメント ①①①①トップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントによるによるによるによる推進推進推進推進    組織の縦割りを越えて、総合的、長期的な視点で、庁内の横断的な取組みとしての職員プロジェクト、施設の改修等の優先順位付けの決定や全体方針との調整等トップマネジメントによる推進体制を整備します。 ②②②②数値目標数値目標数値目標数値目標のののの明示明示明示明示によるによるによるによる現状把握現状把握現状把握現状把握とととと問題意識問題意識問題意識問題意識のののの共有共有共有共有    利用頻度に対する目標等具体的な数値目標を明示し、公共施設マネジメントの必要性や緊急性を庁内で共有することにより、各施設の現状を把握するとともに、庁内一丸となって、より適切な公共施設のあり方の知恵を出し合い共有します。また、目標の達成状況を管理し、継続的な改善につなげる進行管理ができる体制を検討します。 ③③③③財政制約財政制約財政制約財政制約（（（（人口減少人口減少人口減少人口減少によるによるによるによる税収税収税収税収のののの減少減少減少減少・・・・投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費のののの圧縮等圧縮等圧縮等圧縮等））））をををを意識意識意識意識したしたしたした優先順位付優先順位付優先順位付優先順位付けけけけ    第２次産業の就業率が高い高浜市では、今後の景気動向、産業構造の変化、人口推移等により税収が大きく影響されます。また、扶助費の増加等による影響により、投資的経費が圧縮されている状況にあります。こうした要因を踏まえ、財政負担の平準化や財源の確保を検討するとともに、施設の改修や建替えにあたっての優先順位付けを検討します。 
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4.公共施設マネジメント基本方針のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 39

 



  

 40

１.改善案検討の考え方 

■改善の方向性検討項目 改善案を検討するに当たり、公共施設マネジメント基本方針をもとに、高浜市公共施設マネジメント白書で示した、公共施設の有効活用に関する検討項目に掲げる８つの視点で検討することとしました。なお、検討にあたっては高浜市公共施設あり方検討委員会の作業部会として位置付けた職員プロジェクトチームで用途ごとの改善の方向性を検討し、そこから改善方策を導きだしました。    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■改善の方向性 

対象施設 
改善案 

改善方策 改善効果 集会施設 ◆利用率の低い施設の複合化・集約化 ○利用率が低い、又は老朽化が進行している集会施設は、機能が異なる施設との複合化や類似施設との集約化により総量の圧縮を図る。 △12.6％ 図書館 ◆機能の複合 化、近隣自治体との連携・相互利用の拡大 ◆ネットワークシステム等による効率化 
○図書館は、高浜小学校に図書機能を移転させ、複合施設とする。 ○専門書は市外の図書館を利用するなど、近隣自治体との連携・相互利用の拡大による効率化を図る。 ○学校図書室をネットワーク化し、情報化等による効率化を図る。 

△4.3％ 
博物館等 ◆大規模修繕による長寿命化 ○地域文化の発信拠点であることから施設の延命化を図り、現行の指定管理を継続し、より効率的かつ市民サービスの向上を目指した管理運営を図る。 0％ 

ⅥⅥⅥⅥ．．．．公共施設改善計画公共施設改善計画公共施設改善計画公共施設改善計画    

 

 

■用途別改善案、改善方策の検討 

 

■改善効果等の検討 

 

■削減目標の設定 

 平成２４年７月から平成２５年３月 職員職員職員職員プロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームのののの設置設置設置設置    

※1 

公共施設公共施設公共施設公共施設    

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    

基本方針基本方針基本方針基本方針    

公共施設公共施設公共施設公共施設のののの有効活用有効活用有効活用有効活用にににに関関関関するするするする検討項目検討項目検討項目検討項目（（（（８８８８つのつのつのつの視点視点視点視点））））    

・・・・各部門横断的利用各部門横断的利用各部門横断的利用各部門横断的利用・・・・利用機能利用機能利用機能利用機能のののの見直見直見直見直しししし・・・・他用途他用途他用途他用途へのへのへのへの転用転用転用転用・・・・遊休施設遊休施設遊休施設遊休施設のののの外部利用外部利用外部利用外部利用①使用形態・利用形態の見直し等による効率的利用 （（（（新規整備時新規整備時新規整備時新規整備時・・・・継続整備時継続整備時継続整備時継続整備時））））・・・・自自自自らららら所有所有所有所有・・・・賃借賃借賃借賃借・・・・自自自自らららら運営運営運営運営・・・・一部一部一部一部アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシング・・・・運営運営運営運営のののの外部化外部化外部化外部化（（（（指定管理者制度等指定管理者制度等指定管理者制度等指定管理者制度等））））・・・・スペーススペーススペーススペースのののの有効活用有効活用有効活用有効活用・・・・共用化共用化共用化共用化・・・・集約化集約化集約化集約化
②保有形態の見直し等による効率化③運営面の効率化（業務改善）④スペースの効率的利活用 ・・・・整備方針整備方針整備方針整備方針のののの見直見直見直見直しししし・・・・優先度判定優先度判定優先度判定優先度判定（（（（建替建替建替建替・・・・改修改修改修改修のののの判断判断判断判断））））（（（（事業方針等事業方針等事業方針等事業方針等のののの判断判断判断判断））））・・・・維持管理維持管理維持管理維持管理コストコストコストコスト削減削減削減削減⑤建物のライフサイクルを通じた効率化等））））

・・・・重点投入重点投入重点投入重点投入すべきすべきすべきすべき分野分野分野分野のののの明確化明確化明確化明確化・・・・評価結果評価結果評価結果評価結果のののの予算予算予算予算へのへのへのへの反映反映反映反映⑧予算面
・・・・施設施設施設施設のののの集約化集約化集約化集約化・・・・合同化合同化合同化合同化・・・・統廃合統廃合統廃合統廃合・・・・総量総量総量総量のののの圧縮圧縮圧縮圧縮⑥集約化・合同化等による効率化 ・・・・ITITITIT化化化化によるによるによるによる業務業務業務業務のののの変化変化変化変化・・・・ITITITIT化化化化によるによるによるによる施設変化施設変化施設変化施設変化⑦情報化等による効率化

＜＜＜＜高浜市高浜市高浜市高浜市公共施設公共施設公共施設公共施設ありありありあり方検討委員会方検討委員会方検討委員会方検討委員会にてにてにてにて作成作成作成作成＞＞＞＞    

(面積圧縮率) (用途・機能) (改善方針) ８つの視点を用いながら検討 

＜＜＜＜高浜市公共施設高浜市公共施設高浜市公共施設高浜市公共施設マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント白書白書白書白書よりよりよりより＞＞＞＞    
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ス ポ ー ツ施設 ◆機能の集約化・機能移転と複合化によるスペースの効率的利活用 ○老朽化している施設は、学校開放の拡充により、施設を廃止し総量圧縮を図る。 ○重複する機能は、機能の集約化により、総量の圧縮を図る。 △80.6％ 
学校施設 ◆学校の複合化 ◆災害時の拠点機能の充実 ○高浜小学校の施設更新にあわせて、図書館やスポーツ施設などとの複合化を図る。【モデル事業】 ○災害時の拠点施設として、シャワー室・更衣室・非常用電源装置等の機能充実を図る。 0％ 
幼稚園 ◆認定こども園化を推進 ○認定こども園化の推進を検討する。 0％ 保育園 ◆民営化の推進 ○保育園の民営化の推進を検討する。 △66.0％ こども園 ※全ての施設が民間  0％ 子 育 て 支援 セ ン ター ◆民営化の推進 ◆機能移転による複合化 ○民営化が図れる施設については、民営化の推進を図る。 ○施設の更新、大規模修繕を行わないものとし、他施設への機能移転を図る。 △100.0％ 幼児・児童施設 ◆民営化の推進 ○民営化が図れる施設については、民営化の推進を検討する。 △34.7％ 高 齢 福 祉施設 (介護予防拠点) ◆機能移転による複合化 ○機能が異なる施設との複合化により総量の圧縮を図る。 △9.9％ 
高齢福祉施設 (老人憩の家) ◆機能移転による複合化 ○老朽化した施設の更新時には建替えは行わず、機能が異なる施設との複合化により総量の圧縮を図る。 △100％ 
高 齢 福 祉施設 (介護サービス) ◆民間事業者との費用負担の調整 ○大規模修繕費等の費用負担について民間事業者と協議を行う。 0％ 障 が い 福祉施設 ◆機能の集約化、機能移転による複合化 ○老朽化した施設の更新時には建替えは行わず、他の施設への機能移転を図る。 △100.0％ 保健施設 ◆施設の集約化 分割されている施設を集約する。 △100.0％ 市営住宅 ◆大規模修繕による長寿命化  ○大規模修繕等による長寿命化を図る。 ○老朽化した施設の更新時には建替えは行わず、施設の廃止、又は民間施設の活用を検討する。 △3.1％ 庁舎等 ◆他の公共施設との複合化や保有形態の見直しによる効率化 ○老朽化及び耐震未実施の庁舎は、集会機能等の他の公共施設との複合化や、民間施設を賃貸するなどの保有形態の見直しを検討する。 △72.2％ 施設延床面積圧縮率 合計 △△△△14.214.214.214.2％％％％    ※1職員プロジェクトチーム（公共施設あり方計画検討プロジェクト）にて検討された改善方針等の検討結果 
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２.改善項目の抽出                                       

•利用率利用率利用率利用率のののの低低低低いいいい施設施設施設施設

のののの複合化複合化複合化複合化・・・・集約化集約化集約化集約化

•機能機能機能機能のののの集約化集約化集約化集約化・・・・機機機機

能移転能移転能移転能移転とととと複合化複合化複合化複合化にににに

よるよるよるよるスペーススペーススペーススペースのののの効効効効

率的利活用率的利活用率的利活用率的利活用

•学校学校学校学校のののの複合化複合化複合化複合化

•災害時災害時災害時災害時のののの拠点機能拠点機能拠点機能拠点機能

のののの充実充実充実充実

•保育園保育園保育園保育園のののの民営化推進民営化推進民営化推進民営化推進

•幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園のののの認定認定認定認定こどもこどもこどもこども園園園園

化推進化推進化推進化推進

• 民営化民営化民営化民営化のののの推進推進推進推進

• 機能移転機能移転機能移転機能移転によるによるによるによる複合化複合化複合化複合化

• 民営化民営化民営化民営化のののの推進推進推進推進

•大規模修繕大規模修繕大規模修繕大規模修繕によるによるによるによる長長長長

寿命化寿命化寿命化寿命化

大規模大規模大規模大規模改修改修改修改修 大規模大規模大規模大規模改修改修改修改修
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• 機能機能機能機能のののの複合化複合化複合化複合化

• 近隣自治体近隣自治体近隣自治体近隣自治体ととととのののの連連連連

携携携携・・・・相互利用相互利用相互利用相互利用のののの拡大拡大拡大拡大

• ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ等等等等によによによによ

るるるる効率化効率化効率化効率化

周辺市の図書館
建替建替建替建替ええええ

【【【【モデルモデルモデルモデル事業事業事業事業】】】】

高浜小高浜小高浜小高浜小のののの多目的利用多目的利用多目的利用多目的利用

・・・・図書館等図書館等図書館等図書館等ととととのののの複合化複合化複合化複合化

・・・・防災拠点防災拠点防災拠点防災拠点としてとしてとしてとして整備整備整備整備

•機能移転機能移転機能移転機能移転によによによによ

るるるる複合化複合化複合化複合化

• 他他他他のののの公共施設公共施設公共施設公共施設とのとのとのとの複複複複

合化合化合化合化やややや保有形態保有形態保有形態保有形態のののの見見見見

直直直直しによるしによるしによるしによる効率化効率化効率化効率化

•施設施設施設施設のののの集約化集約化集約化集約化

•大規模修繕大規模修繕大規模修繕大規模修繕によるによるによるによる

長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化

大規模大規模大規模大規模 大規模大規模大規模大規模改修改修改修改修

•民間事業者民間事業者民間事業者民間事業者とのとのとのとの

費用負担調整費用負担調整費用負担調整費用負担調整周辺市のスポーツ施設
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３.主な改善案 

改善案①：集会機能 

利用率の低い施設の複合化・集約化 ○ 利用率が低い、又は老朽化が進行している集会施設は、機能が異なる施設との複合化や類似施設との集約化により総量の圧縮を図る。 
 

 

 
改善案②：図書館 

機能の複合化、近隣自治体との連携・相互利用の拡大、ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ等による効率化 ○ 図書館は、高浜小学校に図書機能を合築させ、複合施設とする。 ○ 専門書は市外の図書館を利用するなど、近隣自治体との連携・相互利用の拡大による効率化を図る。 ○ 学校図書室をネットワーク化し、情報化等による効率化を図る。 
 広域対応施設 図書館

学校への複合化【モデル事業】
地域対応施設

図書室
中学校小学校 専門書は市外図書館を利用

学校図書室のネットワーク化 近隣市図書館相互利用
合築 機能移転

 広域対応施設
市役所文化施設等
集会施設地域対応施設 集会施設 機能移転

機能移転
機能移転 機能移転
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改善案③：スポーツ機能 

機能の集約化・機能移転と複合化によるスペースの効率的利活用 ○ 老朽化している施設は、学校開放の拡充により施設を廃止し総量圧縮を図る。 ○ 重複する機能は、機能の集約化により、総量の圧縮を図る。 
 

 
改善案④：高齢者福祉施設＜介護予防拠点・老人憩の家＞ 

機能移転による複合化 ○老朽化した施設の更新時には建替えは行わず、機能が異なる施設との複合化により総量の圧縮を図る。 
 

広域対応施設 テニスコート体育センター武道館
中学校
小学校

学校開放の拡充による機能移転
機能移転

機能移転地域対応施設

広

域

対

応

施

設

高齢福祉

施設

集会施設

地

域

対

応

施

設

機能移転

集約化
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（モデルケースイメージ）         ○ 高浜小学校の施設更新にあわせて、図書館やスポーツ施設などとの複合化を図る。 ○ 災害時の拠点施設として、シャワー室・更衣室・非常用電源装置等の機能充実を図る。                 
 

 

 

 

 

 

 

                
 

改善案⑤：モデル事業＜高浜小学校の複合化及び防災拠点整備＞ 

学校の複合化、災害時の拠点機能の充実 

●学校施設の多目的利用（周辺機能の導入）≪学校施設の複合化≫

≪災害時のモデル避難所拠点施設としての提案≫●避難所の拠点施設として機能するように、災害時対応設備の充実化（シャワ－室、更衣室、非常用電源装置等）

校舎体育館
周辺機能

(集会施設・図書館等)

機能導入合築機能導入機能導入周辺機能
(スポ－ツ施設)

シャワ－室・更衣室・非常用電源装置等の災害時対応設備の充実 学校の

多目的活用

イメ－ジ図（案）
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４.削減目標の設定 

■コストシミュレーションの結果  高浜市における公共施設の保有面積は、12.6 万㎡、市民 1 人当たり 2.87 ㎡/人を保有しており、市民 1人当たりの投資的経費額は約 0.6万円/人です。今後の公共施設の維持・更新にかかるコストは、年平均 13.1億円となる予測となっています。 今後も現状の保有面積（12.6万㎡）を維持した場合（ストーリー1）、更新費用が年平均で 13.1億円のため、市民 1人当たりの投資的経費額は約 3万円（約 5倍）に増加します。つまり市民 1人当たり年間 2.4万円も増額することになります。 一方、現状の投資的経費（年平均 2.6 億円）を今後も維持した場合は（ストーリー2）、更新できる保有面積が 2.5万㎡まで減少することになり、10.1万㎡の施設が維持できなくなります。高浜市の学校全７校を合わせると約 5.3万㎡ですので、相当の公共施設を廃止しなければならないこととなります。  
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直近5年間平均公共施設にかかる投資的経費約2.6億円
現在までのストック
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15.9億円/年 10年間

8.9億円/年 10年間
19.1億円/年 10年間

8.2億円/年 10年間
12.8億円/年40年間の更新費用総額522.5億円（13.1億円/年）＜白書における試算：建替え60年・大規模改修30年＞

耐震改修 大規模修繕築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕 維持補修既存更新分 新規整備分既存更新分(5箇年度平均) 既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)既存更新分+新規整備分+用地取得分(5箇年度平均) （年度）
10年間

14.3億円/年建替建替建替建替ええええ開始開始開始開始
02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,000

～1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009高浜小 高浜・高取小 本庁舎
新耐震基準（昭和57年以降）

50%

旧耐震基準（昭和56年以前）
50% 築30年以上（S45-54）

34%

築40年以上（S35-44）
7%

築50年以上（-S34）
2% 翼小かわら美術館

（㎡） 三河高浜駅西駐車場三高駅西再開発ビル
＜築年別整備状況＞ 今後今後今後今後のののの施設施設施設施設のののの建替建替建替建替ええええ・・・・改修改修改修改修にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコスト試算試算試算試算    現在保有現在保有現在保有現在保有するするするする公共施設公共施設公共施設公共施設をををを 60606060 年更新年更新年更新年更新のののの前提前提前提前提でででで試算試算試算試算    保有面積保有面積保有面積保有面積 12.612.612.612.6 万万万万㎡、㎡、㎡、㎡、市民市民市民市民１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり 2.872.872.872.87 ㎡㎡㎡㎡////人人人人    投資的経費直近投資的経費直近投資的経費直近投資的経費直近 5555 年間平均年間平均年間平均年間平均 2.62.62.62.6 億円億円億円億円    

現実的には、 実現不可。 
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■改善項目    
 公共施設が抱える課題を解決するため、「コストシミュレーションの結果」で述べたようなストーリー1・2 は、行政サービス面からも、また市の財政面からも実際には不可能と言えます。そのため、公共施設を通して行政サービスの見直しも行いながら、様々な手法を用いて改善していく必要があります。課題解決のためには、数値目標を設定し明示する必要があります。ここでは、公共施設にかかるトータルコストに着目して、どのような目標設定が理論上可能なのか検証した上で、この改善計画の目標値を設定することにしました。  改善項目① まず、長寿命化・維持管理コストの見直しによる削減目標の設定を行います。高浜市公共施設マネジメント白書で取りまとめた建替え 60年での更新コスト試算では、40年間総額 522.5億円、年平均 13.1億円となる試算結果でした。今後は長寿命化による公共施設の延命化を図ることとして、建て替え時期を建築後 70年、大規模改修実施時期を建築後 35年とし試算すると、年平均 1０.７億円となり、18％（維持管理コストの見直し分含む）のコスト削減となる試算結果となっています。                         
0510
152025
3035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051

億円 現在までのストック
12.6万㎡

4.1倍

13.5億円/年 5.5億円/年 7.6億円/年 16.2億円/年40年間の更新費用総額 428.5億円（10.7億円/年）

10年間 10年間 10年間 10年間

（年度）

建替建替建替建替ええええ開始開始開始開始
10.7億円

5年平均

2.6億円

１８１８１８１８％％％％

削減削減削減削減

現在保有現在保有現在保有現在保有するするするする公共施設公共施設公共施設公共施設をををを 70707070 年更新年更新年更新年更新のののの前提前提前提前提でででで試算試算試算試算    
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改善項目② 次に、現状の公共施設 12.6万㎡を、機能の複合化や集約化等によって保有する施設の延床面積の圧縮によって削減していくことを試算します。行政サービスレベルを維持する、または複合化によるレベル向上を図る観点から、高浜市公共施設あり方検討委員会で議論され導かれた、集会施設やスポーツ施設等のハード面の機能の複合化や集約化等を行うと、公共施設の延床面積は 10.8万㎡（約 14％）の圧縮が可能となり、更新費用は 10.8億円/年（約 17％削減）となる試算ができます。さらに民営化等、運営のソフト面の効率化をした場合、平成 22年度トータルコスト 23.4億円、減価償却相当額を除くと 20.2 億円が、16.4 億円（約 19％削減）となる試算結果となっています。 保有面積の圧縮＜ハード面＞          コストの圧縮＜ソフト面＞                ハード面・ソフト面合わせた施設の機能の複合化や集約化等を行った数値にて、今後４０年間を建替え６０年・大規模改修３０年での更新費用を試算すると年平均 8.4億円となる試算結果となっています。              0510
152025
3035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051

億円
3.2倍

10年間
10.3億円/年 10年間

5.7億円/年 10年間
12.1億円/年 10年間

5.3億円/年40年間の更新費用総額334.4億円（8.4億円/年）

（年度）

減少分減少分減少分減少分（（（（総量縮減総量縮減総量縮減総量縮減））））減少分減少分減少分減少分（（（（運営面削減運営面削減運営面削減運営面削減））））
8.4億円

5年平均2.6億円

３６３６３６３６％％％％削減削減削減削減（面積１４.２％削減）

14.6 
12.5 

2.1 

0.8 

3.5 

3.1 

3.2 

2.9 

23.4 

19.3 

0

5

10

15

20

25

白書 改善案
（億円）

白書で把握したトータルコスト合計
億円 億円

施設の廃止、機能集約化民営化等によるコスト削減
コストベースコストベースコストベースコストベース１９１９１９１９％％％％削減削減削減削減

20.2億円 16.4億円指定管理委託料事業運営にかかるコスト施設にかかるコスト（施設廃止分） 減価償却相当額

ハード面・ソフト面合わせた公共施設の機能の複合化や集約化等による効

果としては、３６％のコスト削減が見込まれる試算結果となった。

直近5年間投資的経費２.６億円/年
１３.１億円/年 １０.８億円
今後40年間必要な経費 直近5年間投資的経費２.６億円/年 今後40年間必要な経費

５５５５.００００倍倍倍倍 ４４４４.２２２２倍倍倍倍コストベースコストベースコストベースコストベース１７１７１７１７％％％％削減削減削減削減１２.６万㎡ １０.８万㎡施設の廃止、機能の集約化した場合 現状の保有面積 ＜更新費用の比較＞ ＜更新費用の比較＞ 
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 改善項目③ 投資的経費（普通建設事業費）への負担がどこまで財政上耐えうるかについて、今後 40年間における財政収支について、算定基礎に基づきシミュレーションした結果、公共施設建替え・改修コスト試算額（年平均）を 40％（総額 209億円、年平均 5.2億円）にとどめた場合、財政収支面では既存市債が完済する３９年度頃より略収支均衡します。平均赤字幅は１億円、一般財源に占める公債費の割合は現状を下回る水準で推移します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算定基礎】 1. 投資的経費（普通建設事業費）について、平成１７～２２年度公共施設以外の平均 6.6億円＋今後 40 年間の公共施設建替改修コスト試算額の年平均 13.1 億円＝19.7 億円をベース（但し、23・24年度の積み残し分（４０年間平均の改修・更新コスト試算額と予算計上額との差額分）については、25年度以降 10年間で均等に実施すると設定）。 2. 原則、24年度予算をベースに横這いで歳入、歳出が推移するものと想定。 3. 但し、市税、国庫支出金、県支出金、扶助費等については、将来人口動向を反映。  市税→個人市民税について生産年齢人口の伸び率に応じて変動。  国庫支出金・県支出金→高齢者・児童関連は従属人口の伸び率で変動（普通建設事業費負担金は、普通建設事業費に対する割合を一定として計算）  扶助費→従属人口（年少人口＋老年人口）の伸び率で変動 4. 地方債については、年平均建替え・改修コスト試算額を用途別面積にて各用途別に分割、それを用途別の起債充当率を設定して、年平均起債額を算出して合算。 5. 公債費については、既存債については、33 年度までは市資料による。34 年度以降は残高完済まで元本返済額横這い。新規分については、金利 0.9%と想定し、3 年据置、17 年元金均等償還として計算。 6. 人口推計については、社会保障人口問題研究所の市町村推計により、平成 47年度までの推計値を使用。平成 48年度以降は平成 47年度横這いと設定。 
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義務的経費

投資的経費（億円）
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■改善項目のまとめ                                                                                                                                                     

051015
20253035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
億円

3.2倍
10年間

10.3億円/年 10年間
5.7億円/年40年間の更新費用総額

051015
20253035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
億円 現在までのストック

12.6万㎡
4.1倍

13.5億円/年 5.5億円/

40年間の更新費用総額
10年間 10年間

• 公共施設にかかる投資的経費の直近５年間の平均は、約２.６億円
• 今後40年間の更新費用総額は５２２.５億円で、年平均１３.１億円
• 直近５年間平均の約５.０倍の更新コストが必要

長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化・・・・維持管理維持管理維持管理維持管理ｺｽﾄｺｽﾄｺｽﾄｺｽﾄのののの

機能機能機能機能のののの複合化複合化複合化複合化・・・・運営運営運営運営のののの見直見直見直見直しししし
02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,000

～1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009学校教育系施設 普通財産 供給処理施設 公園公営住宅 行政系施設 医療施設 保健・福祉施設子育て支援施設 産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設病院施設 その他 人口
高浜小 高浜・高取小

本庁舎
新耐震基準（昭和57年以降）

50%

旧耐震基準（昭和56年以前）
50% 築30年以上（S45-54）

34%

築40年以上（S35-44）
7%

築50年以上（-S34）
2% 翼小かわら美術館

（㎡） 三河高浜駅西駐車場三高駅西再開発ビル
＜現状：築年別整備状況＞延床面積

＜現状の試算結果＞

実態把握・将来コスト試算

0510
152025
3035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051

億円

直近5年間平均公共施設にかかる投資的経費
約2.6億円

現在までのストック
12.6万㎡

5.0倍
10年間

15.9億円/年 10年間
8.9億円/年 10年間

19.1億円/年 10年間
8.2億円/年40年間の更新費用総額522.5億円（13.1億円/年）

耐震改修 大規模修繕築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕 維持補修既存更新分 新規整備分既存更新分(5箇年度平均) 既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)既存更新分+新規整備分+用地取得分(5箇年度平均) （年度）
建替建替建替建替ええええ開始開始開始開始

13.1億円

• 保有面積１２.６万㎡、市民１人当たり２.８７㎡/人
• 築30年以上の面積は全体43％を占めている。

10.7億円
5年平均2.6億円
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160（億円）
8.4億円

5年平均2.6億円
公共建築公共建築公共建築公共建築にかけるにかけるにかけるにかける投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

＜長寿命化６０年→７０年＞
１８１８１８１８％％％％削減削減削減削減

３６３６３６３６％％％％削減削減削減削減（面積１４.２％削減）
＜１４.２％：１.８万㎡の削減＞

改善項目改善項目改善項目改善項目①①①①

改善項目改善項目改善項目改善項目②②②②

改善項目改善項目改善項目改善項目③③③③
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2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051
年 10年間

12.1億円/年 10年間
5.3億円/年更新費用総額334.4億円（8.4億円/年）

（年度）
減少分減少分減少分減少分（（（（総量縮減総量縮減総量縮減総量縮減））））減少分減少分減少分減少分（（（（運営面削減運営面削減運営面削減運営面削減））））

2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051
/年 7.6億円/年 16.2億円/年更新費用総額 428.5億円（10.7億円/年）

10年間 10年間

（年度）
建替建替建替建替ええええ開始開始開始開始

現状の公共施設を維持した場合 改善項目によるシュミレーション結果
0510
152025
3035

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051

億円
のののの見直見直見直見直しによるしによるしによるしによる削減削減削減削減

しししし・・・・統合等統合等統合等統合等によるによるによるによる総量総量総量総量のののの圧縮圧縮圧縮圧縮

改善項目①＋②の削減効果と改善項目③の財政シュミレーションとの比較

直近5年間投資的経費
２.６億円/年

１３.１億円/年

今後40年間必要な経費 今後の投資的経費 今後40年間必要な経費
５５５５.００００倍倍倍倍 コストベースコストベースコストベースコストベース５４５４５４５４％％％％削減削減削減削減

137137138139139139139138137137136136135135134134133133132132131

投資的経費投資・出資金・貸付金積立金繰出金補助費等維持補修費物件費公債費扶助費人件費合計義務的経費義務的経費
投資的経費

6.0億円 40年間で均して、平均6.0億円
5.2億円

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費、、、、５５５５．．．．２２２２億円億円億円億円/年年年年のののの確保確保確保確保現在現在現在現在２２２２.６６６６億円億円億円億円
↓５５５５.２２２２億円億円億円億円

40年間の更新費用総額240.4億円（6.0億円/年）
１１１１.２２２２倍倍倍倍

６.０億円/年５.２億円/年１１１１.２２２２倍倍倍倍
削減目標  コストベースで５４％の削減 




